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  平成 20 年度岡山大学大学院教育学研究科に、教職大学院「教職実践専攻」が設置され初年度 20

名の院生が入学します。「教職実践専攻」は、中国地区初の教職大学院であり、岡山大学としては、

法務研究科に続く 2番目の専門職大学院です。中国地区の教員養成を担う基幹大学として、岡山大学

は教職大学院の設置を目標にこの 2 年余取組んできました。この取組は、単に教職大学院の設置を目

指すだけのものではなく、教育学部や修士課程におけるこれまでの教員養成のあり方を改革し、学校

支援を通して学校教育に貢献し、次世代の子どもたちによりよい教育を提供することを目的としてい

ます。 

  今回の岡山大学「教職実践専攻」のスタートにあたって、「天の時」「地の利」「人の和」に恵

まれていたことに感謝したいと思います。 

  「天の時」とは、平成 18 年 7月に中央教育審議会「今後の教員養成・免許制度の在り方につい

て」答申により、専門職大学院制度を活用した教員養成教育の改善・充実を図ることの必要性が提言

され、平成 19 年 3月に専門職大学院設置規準が改正されて、教員養成を目的とした教職大学院制度

が創設されたことです。今日子どもたちや社会の変化に伴って複雑化・多様化している学校教育現場

の課題が深刻化するとともに、これらの課題に柔軟かつ的確に対応できる専門的力量を有した教員を

養成・研修する必要性が認識されるようになりました。また教員大量退職時代への対応も求められて

います。同時に岡山大学には、平成 11 年以来全国に先駆けて設置されてきた「学校教育臨床専攻」

「カリキュラム開発専攻」「教育組織マネジメント専攻」のいわゆる現職 3専攻の教育研究成果が蓄

積されており、これはまさしく「天の時」と言えます。 

  「地の利」といえば、岡山大学の優れたアクセスや広いキャンパスがまず頭に浮かびますが、そ

れよりも昭和 24 年岡山大学発足以来、岡山県の教育現場としっかり連携をしてきたことが何よりの

財産だと考えています。平成 12 年 9月には、これも全国に先駆けて、岡山県教育委員会と、教員の

資質・能力の向上及び教育上の諸課題への対応のため、相互に連携して基礎的・実践的研究を行い、

その成果を行かして岡山県の教育の充実・発展を図るため「連携協力に関する覚書」を交わしていま

す。この連携協力事業が「地の利」と言えます。 

  しかし「天の時は地の利に如かず、地の利は人の和に如かず」と言うように、「人の和」こ

そ「教職実践専攻」の成否の鍵を握っています。この報告書は、文部科学省平成 19 年度専門職

大学院等教育推進プログラム「真に課題解決能力を育てるカリキュラム開発」によるものです。

今回の専門職大学院等ＧＰの助成により、岡山大学には大学院・院生・学校現場をつなぐ教職コ

ラボレーションセンター（コラボセンター）が開設できました。「教職実践専攻」の開設準備を、

担当教員や協力教員、コラボセンター教職員、地域協働学校、モデル学生等が協働して取組む中

で、「人の和」が思いがけないほど拡がり深まってきました。コラボセンターを拠点に、教職大

学院の「真に課題解決能力を育てるカリキュラム開発」という課題を解決していくチームが形成

されていく過程です。そこでは、研究教員と実務家教員がそれぞれの力を発揮しながら、院生・

学校現場と協働して「人間感覚」を尊重した教職大学院の創造を目指す夢が語られています。 

「人は夢を育て、夢は人を育てる」と言います。現代の教育課題の解決は、教職大学院で単に

スパールーキーやスクールリーダーの養成や研修を行なえばすむわけではありませんが、夢を共

有できる「人の和」を生む道筋ができれば大きな前進と考えます。平成 19 年度の研究成果報告

書は、このような雰囲気の中で作成されました。皆様からのご意見やご感想をいただければ幸い

です。 
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１ 岡山大学教育学部と岡山県教育委員会との連携協力 

 

 

１ 目的 

  

岡山大学教育学部と岡山県教育委員会とは、平成１２年９月１日に「連携協力に関する覚書」を交

換し、正式に「連携協力事業研究」として進めることになった。 

連携協力の目的は、「連携協力に関する覚書」の第１条に、次のように示されている。 

 

「連携協力に関する覚書」 

 （目的） 

第１条 岡山大学教育学部（以下「甲」という。）と岡山県教育委員会（以下「乙」と 

いう。）とは、教員の資質・能力の向上及び教育上の諸課題への対応のため、相互に連 

携して基礎的・実践的研究を行い、その成果を生かして岡山県の教育の充実・発展を図 

る。 

 

第１の目標は、「教員の資質・能力の向上」を図ることである。 

社会の変化の著しい中にあって学校現場の課題は、複雑化・多様化してきている。教員には、こう

した課題に臨機に適切に対応できる高度な専門性と高度な実践的指導力が求められるようになった。

従前は、養成段階は大学が受け持ち、採用段階・研修段階は教育委員会が受け持つというのが一般的

であった。しかし、今日の学校現場の課題を勘案すれば、教育職員養成審議会第１次答申（１９９７）

に示されたように、「養成段階」「採用段階」「研修段階」の各段階において、岡山大学教育学部と岡山

県教育委員会とが連携して教員の資質・能力の向上にむけて取り組むことが大切である。教員養成に

関しては、本学部に「教職大学院」を新設し、平成 20 年度 4 月の開講の運びとなった。高度な専門性

と高度な実践的指導力を兼ね備えた教員養成を目的としている。岡山大学教育学部と岡山県教育委員

会との連携協力の一層の充実・発展が期待されるところとなった。 

 第２の目標は、「教育上の諸課題への対応」である。 

学力低下問題への対応、いじめ、不登校への対応、教員の指導力の向上、情報化に対応した教育の

充実等、学校現場が抱えている急務な教育上の諸課題への対応である。複雑化、多様化する傾向にあ

るこうした学校現場の教育上の諸課題に如何に対応すべきか、なかなか難しい状況にある。特に、学

力に関しては、平成 19 年度 4 月実施の全国学力調査結果によれば、岡山県の義務教育段階の学力は、

全国平均を下回るものであった。こうした教育上の諸課題に適切に対応するには、両者の持つ知的資

源・人的資源を連携協力して有効活用することが大切である。 

 第３の目標は、「岡山県の教育の充実・発展を図ること」である。 

岡山県の教育の充実・発展を図ることは、中期的・長期的な目標であり、簡単に実現できる話では

ない。目標達成に向け、「教員養成に関わる事業」「教員研修に関わる事業」「学校諸課題に対応する事

業」「その他両者が必要とする事業」の 4 つのカテゴリーからなる具体的な事業を相互に連携して基礎

的・実践的研究を行い、その成果を生かして岡山県の教育の充実・発展を図ることが大切である。 
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２ 経緯 

（１）発足から本年度までのあしあと 

 

 

平成 12 年度（発足） 

  ①4 月 19 日、「連携協カワーキンググループ」の設置。 

  ②8 月 10 日、第 1 回連携協カ会議」の開催。 

  ③9 月 1 日、第 2 回「連携協力会議」の開催。 

   ・「連携協力に関する覚書」の締結。 

  ④上記の締結の後、「教員養成に関する事項」「教員養成に関する事項」「学校教育    

上の諸課題への対応に関する事項」「その他両者が必要と認める事項」の 4 項目のカ

テゴリーに関する 11 件の事業が実施された。 

  ⑤平成 12 年度の連携協力事業研究については、平成 13 年 5 月 20 日に「連携協力事   

業研究報告書」にまとめた。 

 

平成 13 年度 

  ①6 月 19 日、岡山大学教育学部と岡山県教育委員会との合同「連携協力会議専門部会」

の開催、平成 13 年度の連携事業の検討。 

  ②7 月 19 日、平成 13 年度「連携協力会議」の開催。 

   ・「教職希望学生の学校教員インターンシップ」「教員のメンタルヘルス」等、9 件    

の連携協力事業が新規に承認され、あわせて 15 件の連携協力事業として実施され

ることになった。 

  ③平成 14 年 3 月 28 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成 14 年度の連携協力事業の検討。 

  ④平成 13 年度の連携協力事業研究については、平成１４年６月１５日に「連携協力   

事業研究報告書」にまとめた。 

   

平成 14 年度 

  ①4 月 20 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成 14 年度の連携協カ事業の検討、同重点的事業の検討。 

  ②7 月 20 日、「連携脇力会議」の開催。 

   ・21 の連携協力事業が実施されることが決まる。 

  ③平成 15 年 1 月 20 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・15 年度の連携協カ事業の検討。 

  ④平成 15 年 3 月 19 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成 15 年度の連携事業の検討、同重点事業の検討。 

  ⑤平成 14 年度の連携協力事業研究については、平成１５年６月２０日に「連携協力   

事業研究報告書」にまとめた。 
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平成 15 年度 

  ①6 月 11 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

  ②7 月 21 日、「連携協力会議」。 

   ・平成 15 年度の「26 件の連携事業」の決定、「4 件の重点連携事業」の決定。 

   ・連携重点事業「研修講座」の合同開催についての検討。 

  ③平成 16 年 1 月 22 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成 16 年度「連携事業」の検討、報告書分担執筆の検討。 

  ④平成 15 年度の連携協力事業研究については、平成１６年４月２０日に「連携協力   

事業研究報告書」にまとめた。 

 

平成 16 年度 

  ①5 月 13 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

  ②7 月 28 日、「連携協力会議」。 

   ・平成 16 年度の「27 件の連携事業」の決定、「4 件の重点連携事業」の決定。 

   ・連携重点事業「研修講座」の合同開催についての検討。 

  ③8 月 22 日、岡山大学教育学部講義棟において第３回「現職教員研修講座」の開催。 

④平成 16 年 12 月 20 日、岡山大学五十周年記念会館において第 1 回「連携協力シン   

ポジウム」の開催。 

     テーマは「優れた教員養成の在り方を求めて」 

  ⑤平成 17 年 3 月 15 日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成１７年度「連携事業」の検討、報告書分担執筆の検討。 

    ⑥平成 18 年 3 月 1８日、岡山大学教育学部において「学校教員インターンシップ事業

シンポジウム」の開催。 

⑦平成 17 年 3 月 20 日、第 1 回「連携協力シンポジウム」報告書出版。 

  ⑧平成 16 年度の連携協力事業研究については、平成１７年３月３１日「連携協力事   

業研究報告書」出版。 

 

平成 1７年度 

①5 月９日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

  ②7 月 2７日、「連携協力会議」の開催。 

   ・２３件の継続事業、４件のスクラップ事業、新規１件事業、３件の重点事業（「学

校教員インターンシップ」「夏期研修講座の共同開催」が承認された。 

  ③平成１７年８月２２日（月）、「夏期研修講座」を、岡山大学五十周年記念会館等

を会場に共同開催。 

・岡山県内外からのべ１１５０人の現職教員、大学教員、指導主事、教職希望学生

が参加。NHK テレビ放送でも報道された。 

  ④平成 1８年 3 月 1１日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成１７年度「連携事業」の検討、報告書分担執筆の検討。 

  ⑤平成 18 年 3 月 16 日、岡山大学教育学部において「学力向上支援事業・学校教員イ

ンターンシップ事業シンポジウム」の開催。 
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平成 18 年度 

①5 月１５日（月）、「連携協力会議専門部会」の開催。 

  ②7 月２５日（火）、「連携協力会議」の開催。 

   ・２４件の継続事業、新規１件の事業、３件の重点事業（「学校教員インターンシ

ップ」「夏期研修講座の共同開催」「授業で勝負！」支援事業）が承認された。 

  ③平成１７年８月２１日（月）、「夏期研修講座」を、自然科学棟、教育学部講義棟

を会場に共同開催。 

・岡山県内外からのべ７５３人の現職教員、大学教員、指導主事、教職希望学生が

参加。NHK テレビ放送でも報道された。 

  ④平成 1９年 3 月 1５日、「連携協力会議専門部会」の開催。 

   ・平成１１９年度「連携事業」の検討、今後の連携協力の在り方。 

  ⑤平成 1９年 3 月２０日、岡山大学教育学部講義棟５１０２室において「学力向上支援

事業・学校教員インターンシップ事業シンポジウム」の開催。 

 

平成 1９年度 

  ①5 月８日（火）、「連携協力会議専門部会」の開催。 

     ・２４件の継続事業、新規事業０件、３件の重点事業（「学校教員インターン

シップ」「夏期研修講座の共同開催」「授業で勝負！」支援事業）が承認さ

れた。また、1 件のスクラップ事業(「確かな学力育成小中連携事業」)が承認

された。 

   ②８月２０日（月）、「夏期研修講座」を、自然科学棟、教育学部講義棟を会場に

共同開催。 

・岡山県内外からのべ２３７人の現職教員、大学教員、指導主事、教職希望学生

が参加。 

   ③8 月 21 日(火)、連携協力会議を教育学部講義棟、第 4 会議室で開催。教職大学院

の設置予定に伴う「平成２０年度からの連携協力の展望」について協議された。 

また、「平成１９年度の連携事業」「平成１９年度の連携協力重点事業」が承認さ

れた。 
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（２）平成 19度の活動 

 

平成 19 度の連携協力事業は、平成１8 年度からの継続事業を２２件、平成 1９年度新規

事業は 0 件、合計２２件の連携協力事業を行った。教員養成に関する事項が６件、教員研

修に関する事項が７件、学校教育上の諸課題への対応に関する事項が５件、その他、両者

が必要と認める事項が 4件である。 

その内、「教職志望学生の学校教員インターンシップ事業」「教員研修の共同開催」「『授

業で勝負！』支援事業」の 3件を、本年度の重点事業として行った。 

 具体的には、下記の通りである。 

 

平成１９年度 連携協力事業 

 

           Ⅱ 平成１９年度の連携協力事業 

 

１ 平成１８年度からの継続事業                                                     

（１）教員養成に関する事項 

  ① 日本語指導の必要な外国人子女への学生ボランティアによる教科学習支援  

  ② 県教育センターにおける研修講座及び発表会の学生・大学教員への公開   

  ③ 現職教員等による教員養成への協力                                     

  ④ 教職志望学生の学校教員インターンシップ事業                      

  ⑤ 学校における情報教育充実のための学生ボランティア派遣         

  ⑥ 学生による学力向上支援への協力                                      

 

（２）教員研修に関する事項 

  ① 教員研修の共同開催                         

  ② 英語教員の資質能力向上のための研修（中学校・高等学校）        

  ③ 算数・数学教育指導力向上推進事業                  

  ④ １０年経験者研修への協力                  

  ⑤ 家庭科教員の資質向上のための研修「あたらしい家庭科を求めて」  

  ⑥ サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト               

  ⑦ 県立美術館を活用した中学校美術科の授業作り              

  

（３）学校教育上の諸課題への対応に関する事項  

  ① 子ども２４時間電話相談事業への多面的な連携協力         

  ② 「生きる力」支援事業                            

  ③ 教職員のメンタルヘルス対策                                      

  ④ 大学、大学院での教員養成カリキュラムの改善                         

  ⑤ 確かな学力育成小中連携事業                                 
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（４）その他、両者が必要と認める事項  

  ① 生涯学習施設等での学生の実習(総合教育課程学生インターシップ事業) 

  ② 附属学校園を活用した研修講座の開催                             

   ③ 情報化に対応した教育の充実                   

       「教育実践支援」「キャリアアップ支援」 

    「受託プロジェクト推進協力」「情報教育推進学生ボランティア活用事業」 

  ④ 県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）「大学院コース」講座の開設  

                                     

２ 平成１９年度の新規事業 

・ なし 

   

３ 平成１９年度の重点事業 

   ① 教職志望学生の学校教員インターンシップ事業              

   ② 教員研修の共同開催                          

  ③ 「授業で勝負！」支援事業                        
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３．平成１９年度の連携協力の組織・運営体制・連携協力委員 

 （１）平成１９年度の連携協力の組織・運営体制 

 

               連携協力会議   

  

岡山大学教育学部長            岡山県教育長 

   （会長）                （副会長） 

 岡山大学教育学部副学部長         岡山県教育次長 

 教育実践総合センター長          教職員課長 

 教務委員会委員長             指導課長 

 教育実地委員会委員長           生涯学習課長 

 学術研究委員会委員長           福利課長 

             岡山県総合教育センター所長 

  

 

 

                 専門部会 

   （教育学部）                                （教育委員会） 

   連携推進委員長               連携担当   

 部員                      

  教育実践総合センター           指導課総括参事 

     教育実地                  同 指導課総括副参事 

   教育臨床                 同 指導課総括主幹 

教育情報                 同 指導課指導主事 

教育学部教員               生涯教育課総括主幹               

                        福利課総括主幹 

                        岡山県総合教育センター指導主事 

                         

 

 

 

               連携協力事業実施グループ 
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（２）岡山大学教育学部と岡山県教育委員会との連携協力会議委員一覧表
（別表第１）

所 属 ・ 職 氏 名 備 考

岡山大学教育学部・教育学部長 高橋香代

岡山大学教育学部・副学部長 草地功

岡山大学教育学部・教育実践総合センター長 眞田敏

岡山大学教育学部・教務委員会委員長 菅原稔

岡山大学教育学部・教育実地委員会委員長 水野正憲

岡山大学教育学部・学術研究委員会委員長 山本宏子

岡山大学教育学部・就職・学生委員会委員長 喜多雅一

岡山大学教育学部・事務長 中尾光男

岡山県教育委員会・教育長 門野八洲雄

岡山県教育庁・教育次長 平井 信雄

岡山県教育庁・教職員課長 新井 和夫

岡山県教育庁・指導課長 竹井 千庫

岡山県教育庁・生涯学習課長 鍋島 豊

岡山県教育庁・福利課長 三村 修

岡山県総合教育センター・所長 中井 智子

連携協力会議専門部会委員一覧表
（別表第２）

所 属 ・ 職 氏 名 備 考

岡山大学教育学部・連携推進委員長 眞田敏

岡山大学教育学部・連携推進委員 有吉英樹

岡山大学教育学部・連携推進委員 山口晴久

岡山大学教育学部・連携推進委員 井上祥治

岡山大学教育学部・連携推進委員 安藤美華代

岡山大学教育学部・連携推進委員 笠井俊信

岡山大学教育学部・連携推進委員 松田文子

岡山大学教育学部・連携推進委員 黒﨑東洋郎

岡山県教育庁指導課・参事 田中 尚

岡山県教育庁指導課・総括副参事 岡村 富広

岡山県教育庁指導課・総括副参事 乙部 憲彦

岡山県教育庁指導課・総括副参事 赤木 恭吾

岡山県教育庁指導課・指導主事 藤岡 隆幸

岡山県教育庁指導課・指導主事 豊田 晃敏

岡山県教育庁生涯学習課・総括副参事 千葉 照久

岡山県教育庁福利課・総括主幹 泉 利絵

岡山県総合教育センター・指導主事 藤代 昇丈

岡山県総合教育センター・指導主事 山崎 光洋

岡山県総合教育センター・指導主事 藤原 敬三
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Ⅱ              平成１９年度の連携協力事業 

 

１ 平成１８年度からの継続事業                                                     

（１）教員養成に関する事項 

    ① 日本語指導の必要な外国人子女への学生ボランティアによる教科学習支援） 

    ② 県教育センターにおける研修講座及び発表会の学生・大学教員への公開  

    ③ 現職教員等による教員養成への協力                                     

    ④ 教職志望学生の学校教員インターンシップ事業                    

    ⑤ 学校における情報教育充実のための学生ボランティア派遣         

    ⑥ 学生による学力向上支援への協力                                         

（２）教員研修に関する事項 

    ① 教員研修の共同開催                          

    ② 英語教員の資質能力向上のための研修（中学校・高等学校）      

    ③ 算数・数学教育指導力向上推進事業                   

    ④ １０年経験者研修への協力                

    ⑤ 家庭科教員の資質向上のための研修「あたらしい家庭科を求めて」         

    ⑥ サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト                  

    ⑦ 中・高等学校美術科の授業づくり            

    ⑧ 「授業で勝負！」支援事業 

（３）学校教育上の諸課題への対応に関する事項  

    ① 子ども２４時間電話相談事業への多面的な連携協力         

    ② 「生きる力」支援事業                            

    ③ 教職員のメンタルヘルス対策                                   

    ④ 大学、大学院での教員養成カリキュラムの改善                   

（４）その他、両者が必要と認める事項  

    ① 生涯学習施設等での学生の実習(総合教育課程学生インターシップ事業)   

    ② 附属学校園を活用した研修講座の開催                            

     ③ 情報化に対応した教育の充実                  ） 

        「教育実践支援」「キャリアアップ支援」 

     「受託プロジェクト推進協力」「情報教育推進学生ボランティア活用事業」 

    ④ 県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）「大学院コース」講座の開設 
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(1) 教員養成に関する事項  

① 日本語教育の必要な外国籍児童生徒への学生ボランティアによる教科学習支援 

 

1. 本事業の経緯および意義 

日本の公立学校に在籍する日本語指導が必要な外国籍児童生徒数は平成 18 年度 9 月時点で

22,000人を超えており(文部科学省)、なおここ数年増加傾向にある。こうした状況下、学校教育

における外国籍児童生徒に対する日本語教育及び教科教育の対応が迫られている。 

外国籍児童生徒に対する教育を考える際、成人の日本語教育とは異なり、日本語教育に加えて

教科教育が必要であるという点は非常に重要であり、ここで注目しなければならないのは、日常

言語が話せるようになってもそのことが教科学習に直結するとはいえないというのが多くの研究

者の一致した見方であるという点である。 

多くの場合、それが現場の教師であっても日常言語が話せるようになったから支援は不要だと

思い込む傾向が否めないのであるが、実は「生活言語能力」(日常会話の力)と「学習言語能力」

（日本語で学習活動をする力）と間には大きな隔たりがあり、一説（Cummins,1984)には「生活

言語能力」は2年で身につくのに対し、「学習言語能力」の獲得は5年から7年かかるといわれて

いる。そして順調に日本語を習得し環境に適応しているようにみえても授業内容を思うように理

解できない外国人の子どもが存在する理由はここにあると説明されている。この間の「教育の空

白」は当該の子どもたちの未来にも影響を及ぼしかねない重要な問題であり、日本の各地で「教

育の空白」を埋めるためのさまざまな支援・試みがなされている。 

こうした状況のもと、本事業は公立小・中学校に在籍する外国人の子どもの教科支援を目的と

するものであり、平成12年度より7年間継続して活動している。活動の中心は教育学部学生・大

学院生であり、学生たちは岡山市内の小・中学校の現場が赴いて支援をおこなっている。 

 平成12年度は３校（小学校２、中学校１）、平成13年度は5校（小３、中２）、平成14年度は

5校（小３、中２）、平成16年度は3校（小3）、平成17年度と平成18年度は6校（小４、中２）、

そして本年度平成19年度は8校(小6、中2)への学習支援をおこなってきた。 

 平成16年度からは教育学部に「プロジェクト科目」という前期・後期、各一単位が取得できる

実践活動を重視した科目が設けられ、ボランティアからスタートした本支援は「プロジェクト科

目(日本語教育支援)」という講義名で単位の取得も可能になった。本事業が「プロジェクト科目」

として設定されたことにより授業案や教材作り、授業後の反省・考察などを受講生に課すことが

でき、支援している子どもの状況にあった支援が実施しやすいというメリットが生まれた。 

本事業に参加する学生にとっての意義としては、こうした実践活動に参加することでボランテ

ィアの必要性や今後ますます増加すると考えられる外国人児童生徒の日本語教育および教科教育

についての教育的意義の認識が深まり、教員としての資質の向上に資することができるという点

が挙げられる。こうした子どもたちの教育に目をやることは、より幅広い視点が必要となる 21

世紀を担う日本の子どもたちの教育とも大きく連動すると考えられるからである。 

 

2. 本年度の活動内容 

(1) 参加者 

本年度本事業に参加した学生は前期14名、後期17名(前期重複者含む)であり、内訳は学部４

年生7名、3年生４名、２年生３名、1年生3名、科目等履修生1名であった(このうち「プロジ
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ェクト科目」受講者は前・後期で26名)。これらの学生はボランティアと「プロジェクト科目」

を連動した形で活動をおこなった。 

(2) 支援校と支援対象者 

本年度は、岡山中央小学校、御野小学校、鹿田小学校、伊島小学校、宇野小学校、清輝小学校、

京山中学校、岡山中央中学校において教科支援をおこなった。本年度支援した子ども数は17名で

あり、支援対象の子どもの在籍校および出身国、学年の内訳は以下のとおりである。 

岡山中央小学校：韓国(2年生、4年生2人)、中国（1年生、2年生）、ロシア（3年生） 

御野小学校：中国（2年生） 

鹿田小学校：インドネシア（1年生）、中国（4年生2人）、韓国（6年生） 

伊島小学校：ガーナ（１年生）、バングラディッシュ（1年生） 

京山中学校：中国（1年生）フィリピン（3年生） 

岡山中央中学校：中国(1年生) 

宇野小学校（2学期から清輝小に転入）：フィリピン（2年生） 

(3) 支援した教科と方法 

本事業では、日本語教育と教科である国語教育の統合を目指すという目的から「国語」を支援

の中心に据えているが、国語の支援において来日初期段階の子どもには『教科書のリライト教材・

音読譜』(光元他)による方法を用いた。この方法は来日初期段階の子どもであっても学年を下げ

ないで学習を進めることができるという利点を持つ。リライト教材による指導を実践している岡

山中央小学校の湯川順子先生は、2学期9月に2年生に編入してきた子ども（韓国）がほぼ6ヶ

月で在籍学級の授業に参加していると報告している。同様に岡山大学のボランティア学生の報告

でも2学期9月に4年生に編入してきた子ども（中国）が3学期2月現在では在籍学級に入り、

ほぼ授業に参加できるようになったと報告している。こうした実践報告は、『リライト教材』が上

述した「教育の空白」を埋めるための一つの方法としての可能性を示唆しているといえよう。 

 (4) 教材作成 

  上述したように本事業は国語科の支援を中心に据えたものであり、主に作成した教材も国語科

の教材である。具体的には『リライト教材』の提唱者である光元先生（元岡山大学教育学部助教

授）の指導の下に、在籍学級の進度にあわせたリライト教材の作成をおこなった。支援用以外に

も全員に「モチモチの木」のリライト教材作成を課題とし、その後検討会をおこなって、全員で

リライト教材の作成の仕方を学んだ。外国籍の子どものいる現場のみならず教科書での学習が困

難な子どもたちのいる現場での即戦力の一助につながることを考えてのことである。 

 

3. 「教科支援ボランティア活動報告書」の作成 

一年間のまとめとして「教科支援ボランティア活動報告書」を作成し、内外に配布した。なお、

平成19年度は本事業に対し「福武教育文化振興財団」の文化活動助成金(25万円）を受けている。 

「国際化」、「多文化共生」がキーワードとなる今日、教員に求められる資質はますます拡大す

るであろう。本事業は小規模な実践活動ではあるが、本活動が教員を目指す学生一人ひとりの「内

なる国際化」の視点を培う第一歩になればと願っている。 
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(1) 教員に関する事項

② 岡山県総合教育センターにおける研修講座の学生及び大学教官への公開

１ 本事業の目的と概要

本事業は，岡山県総合教育センターが実施する研修講座を「学生及び大学教官の参加可能研修

講座」の対象としたり，所員研究成果発表会を公開したりするなど，平成12年度から継続実施し

ているものである。教職員の指導力や資質向上のための研修講座や，センター職員が専門的な分

野での取り組みを広めるために行っている所員研究成果発表会に学生が参加することにより，具

体的な教育活動や学校の現状などに直接触れるとともに，学習指導や生徒指導等への理解を深め

ることを目的としている。また，教員を志望する学生を受け入れることで，現職の教員が刺激を

受け，研修の充実・活性化が図られることを期待している。

２ 平成19年度に開設した「学生及び教官の参加可能研修講座」

「学生及び大学教官の参加可能研修講座」の開設に当たっては，可能な限り多くの教科や領域

の研修講座を対象にすることにした。今年度は次の76講座を参加可能講座として紹介した。複数

日開講している講座もあり，日数にすると延べ221日間となる。

総合的な学習の時間研修講座 ・はじめてのe-Learning簡単な教材づくり・
・キラリ☆サマーセミナー(教科教育素養研修講座) ・はじめてのFlash教材づくり入門
・小学校国語研修講座 ・情報社会の基礎学力「メディア・リテラシー」育成入門
・中学校国語研修講座 ・小学校におけるＷｅｂサイト・e-Learningを活用した授業づくり
・高等学校国語研修講座 ・中学校におけるＷｅｂサイト・e-Learningを活用した授業づくり
・小学校社会研修講座 ・高等学校におけるＷｅｂサイト・e-Learningを活用した授業づくり
・中学校社会研修講座 ・小学校における情報モラル指導のための授業展開
・高等学校地理歴史・公民研修講座 と実践の工夫
・小学校算数研修講座 ・中学校における情報モラル指導のための授業展開
・中学校数学研修講座 と実践の工夫
・高等学校数学研修講座 ・高等学校における情報モラル指導のための授業展
・小学校理科研修講座 開と実践の工夫
・中学校理科研修講座 ・ＮＨＫ学校放送・Ｗｅｂサイトを活用した授業づくり
・高等学校理科研修講座 ・小学校の授業で使うディジタル教材作成

・中学校の授業で使うディジタル教材作成（物理・化学・生物・地学）

・小学校生活研修講座 ・高等学校の授業で使うディジタル教材作成
・小学校体育実技研修講座 ・知っておきたい最新情報機器・ソフト
・小学校音楽研修講座 ・めざせ授業名人 授業分析入門研修講座
・中・高等学校音楽研修講座 ・視聴覚機器のかんたん利用法研修講座
・小学校図画工作研修講座 ・学校教育相談研修講座（発展コース）
・中・高等学校美術研修講座 ・アンガーマネージメント研修講座
・小学校家庭研修講座 ・生徒指導入門講座
・中学校技術・家庭研修講座（技術，家庭） ・生徒指導実践力研修講座
・高等学校家庭研修講座 ・重度・重複障害児の理解と支援研修講座
・小学校英語活動研修講座 ・自閉症児の理解と支援研修講座
・中学校英語研修講座 ・特別支援教育授業づくり研修講座
・高等学校英語研修講座 ・特別支援教育教育相談研修講座
・道徳教育研修講座 ・発達障害（ＬＤ，ＡＤＨＤ，高機能自閉症等）児の理
・普通教科「情報」実践研修 解と支援研修講座
・短期間集中講座「授業でＩＣＴ」 ・特別支援教育基礎研修講座
・ビルダーでつくる学校・学級ホームページで情報発信 ・校内研修を充実させるための研修講座
・校務に便利なはじめての表計算 ・キャリア教育研修講座
・コンピュータを使ったはじめてのビデオ編集 ・学級経営(ＨＲ経営)研修講座
・小学校の授業に生かすはじめてのパワーポイント研修 ・国際理解教育研修講座
・中学校の授業に生かすはじめてのパワーポイント研修 ・環境学習研修講座
・高等学校の授業に生かすはじめてのパワーポイント研修 ・福祉・ボランティア研修講座
・これだけはやろう！情報セキュリティ対策 ・活字メディア(図書・新聞)を活用する授業づくり研修講座
・情報社会の新しい学力！情報モラル教育 ・いのちの教育研修講座
・知っておきたい学校教育における著作権マナー ・人権教育研修講座
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３ 研修講座の受講手続き

研修講座への申し込みは，県

総合教育センターからの学生参

加可能講座一覧表に基づき，学

生の希望により行う。

４ 学生の研修講座への参加状況

① 学生の参加した研修講座

学 生 の 参 加 講 座 名 期日 人数

小学校社会研修講座 第３日 ８月２日 １

中学校社会研修講座 第２日 ８月２日 １

学 生 の 参 加 延 べ 人 数 ２

（かっこ内は科目等履修生）② 参加学生数の推移

設定講座数 受講可能日数 参加講座数 参加学生数

平成12年度 16 16 ７ 28

平成13年度 34 62 ６ 17

平成14年度 37 74 ８ 28

平成15年度 42 82 7(4) 37(4)

平成16年度 31 96 ９ 17

平成17年度 43 131 16 60

平成18年度 47 128 ６ 13

平成19年度 76 221 ２ ２

岡山県総合教育センターになり，設定講座数，受講可能日数については大幅に増加したが，参

加した学生は２名と極めて少なかった。県総合教育センターが，加賀郡吉備中央町にあり遠いこ

とや，公共交通機関を利用した参加ができないことが最も大きな原因であると考えられる。

５ 今年度のまとめ

本年度は，岡山県総合教育センターとなり，これまでのように容易に行き来できなくなったた

め，研修講座に参加する学生，所員研究成果発表会に参加する学生や大学教官（本年度は１名参

加）が少なかった。しかし，研修講座に参加した学生の「実際に現場で教壇に立っておられる先

生方とお話する機会を与えていただき，大変勉強になりました 」という感想にあるように，研。

修へ参加する機会を持つことは，十分な意義があるものと考えられる。所外を会場とする研修講

座を積極的に紹介したり，大学教官から参加を呼びかけていただいたりするなどして，少しでも

研修講座や所員研究成果発表会の公開を活用してもらえるよう工夫していきたい。

岡山県総合教育センター 岡山大学教育学部
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(1) 教員養成に関する事項  

③ 現職教員等による教員養成教育への協力 
 

１ 現職教員が教員養成教育へ協力する必要性と意義  

 平成１８年７月の中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」は、「学

部段階で教員として最小限必要な資質能力を確実に身に付けさせる」ことを強く要請している。   

その具体的方策の一つとして、大学最終学年の後期に「教職実践演習」（仮称）を必修科目（２

単位）にすることを提起している。この科目は、資質能力の最終的な形成と確認をすることをね

らいとしており、事例研究やグループ討議、教職経験者を含めた複数の教員の協力方式などによ

り実施することなどが提案されている。いわゆる履修主義から完全習得主義への転換である。 

 かつて教員養成教育は、学生たちが大学において数年間、理論的な学習をした後に最終学年で

教育実習に取り組み、それまでに習得した理論を検証し、学生自らが応用的に実践するカリキュ

ラムを実施していた。このカリキュラムでは大学での理論と、学校現場での子どもたちの実態お

よび教育実践とに隔たりがあることや、実習を通じて抱いた課題に基づいて研究を進めるには卒

業目前であり、時間が無いことなどの理由から、教育実習を１年次から４年次までの積み上げ方

式による教員養成カリキュラムへと全国的に改められた。本教育学部はその先駆をなした。 

このカリキュラムでは、４年間を通じて学生たちは、学校現場とのつながりをもち、現場教師

の指導を継続的に受けることが可能となり、理論と実践を架橋させ融合させて、教師に必要な実

践的指導力の基礎を形成していくことができる。 

先述した中教審答申も学校現場も、こんにちの情報化・国際化など社会状況の急激な変化や、

児童生徒そして保護者の生活形態や意識・価値観の変容・多様化などにより、教員養成教育に対

してさらに高度な実践的な指導力の形成を強く求めている。 

本教育学部では、社会状況の変化などを視野に入れながら、教員養成教育のレベルアップを目

指し、教職大学院設置とも関連して学部のカリキュラムの見直しを進め、教育委員会および学校

現場・現職教員との連携協力を密にし、事業も拡大しながら取り組んでいる。今後は、「教職実践

演習」の必修化、および学習指導要領改訂等を視野に入れて、これまでの連携の成果を総括しな

がら、教科指導・生徒指導・学級経営等の資質能力のいっそうの向上を図るため、教委・現職教

員との協働活動に日常的に取り組んでいく必要がある。 

    

２ 平成１９年度の現職教員による教員養成教育の実績 

 平成 1９年度の現職教員による教員養成教育への協力の実績概要は、以下のとおりである。 

① 岡山県教育委員会・岡山県教育センタ－・岡山市教育委員会の先生方による教員養成教育へ 

の協力（大学に来ていただいての講義、演習、講演、教育実習・養護実習の事前指導・事後指導）。 

② 附属教員による教員養成教育への協力。 

この協力の形態としては、ア）附属教員が大学の講義を担当する場合、イ）夏期休暇を利用 

した集中講義の形態、ウ）学部において実施される教育実習・養護実習の事前・事後指導、エ）

附属学校園において実施される教育実習の事前・事後指導、および実習本体における事前・事中

指導・事後指導の形態、オ）附属学校園における附属インターンシップなどがある。 

ウ）の形態には、学生たちが附属に赴いて附属教員の授業を参観させてもらうという教育実習

事前指導も含まれている。オ）附属インターンシップでは、附属幼稚園および附属小学校におい
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て、主免実習を終了した学生たち（３年次秋期）のうち希望者が、引き続き３月中旬ごろまでの

間、週に２日程度、附属に赴きインターンとして附属教員の指導のもと多岐にわたる職務を体験

学習している。附属特別支援学校においては、４年次後期に学生たちを受け入れ指導している。 

③ 実習協力校園（公立）教員による教員養成教育への協力 

主要なものとしては、実習協力校における教育実習・養護実習・保健実習などの事前・事後指

導、実習本体における指導、協力校の先生方が大学において行う事前指導（実習基礎研究、オリ

エンテーション）などがある。このほかに、教科教育や教職科目の講座等も担当して頂いている。。 

④ 教育学部以外の学部(文・法・経学部、工学部、農学部、理学部、環境理工学部)の教職課程履 

修学生(4 年次生、約 2１0 名)に対しても、附属中学校教員が行う教科別授業の観察、附属教員に

よる教科別の授業指導（於、大学）、県立高校教諭等による高校教科別授業指導（於、大学）など

を実施している。 

⑤ 「学校教員インターンシップ」（1 単位）では、教職志望の強い 4 年次の学生たちが、公立の 

協力幼稚園、小学校および中学校（倉敷市立を含む）において週に 2 日程度、それぞれの学校園

において現職教員の指導のもと、教科指導、学級経営、教材作成等々、教師の日常的な教育実践

と業務に携わり、子ども理解と実践的な指導力の向上に努めることができた。 

⑥ 20 年 3 月 8 日には教委、学校園長および教諭、附属教員、学部教員および学生たちが参加し

て、「学生による学力向上支援 学校教員インターンシップ シンポジウム」のテーマのもとに開

催する予定である。 

⑥ 岡山市教育委員会生涯学習課が実施している「学校支援ボランティア活動」について、参加

した学生は 19 年度も約 100 名。この学生たち（１年次～４年次）は、公立学校園における様々

な教育活動に参加し、教師の様々な仕事の一部を担い、体験的な学習をすることができた。 

 

３ 課題 

 今後の主たる課題として、以下の事項が挙げられる。 

① 教職大学院は 20 年 4 月にスタートする。教職大学院のカリキュラムおよび学部のカリキュ 

ラムを今後、実践と検証を通じて改善し質的向上を実現していく必要がある。 

教職大学院の院生の教育実習に関しては、教委および学校と協議を重ねて計画を策定した。「総

合的・実践的な力量（高度教育実践力）を備えた高度専門職業人としての教員を養成する」ため

に、今後は教委・学校現場と密に協働して効率的・効果的な実施を追求すると共に、いかに実施

体勢を充実させていくべきかを究明し、具体的な方途を提示していく必要がある。 

② 教育学部は教員養成に特化した。学年定員２８０人体制の４年間通じて、教員養成教育の質 

のいっそうの向上が図られねばならない。 

③ 学校教育現場の諸々の現代的な課題に対応して、教員を志望する学生たちの資質能力の向上

および実践的な指導力の基礎形成のために、現職教員と連携を密にしながら、理論と実践のさら

なる融合を充実させていくカリキュラムを追求し実施していくことが求められる。 

③ 近々、教育職員免許法施行規則が改正されて、「教職実践演習」が必修化される見通しである。

「教職実践演習」の内容構成および実施方法等の在り方について、今後、教委・学校現場と協議

を重ねて具体化していく必要がある。その際、４年間を通しての教員養成カリキュラムが、「教職

実践演習」に収斂していく全体像も究明されなければならない。 
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（１） 教員養成に関する事項 

④ 教職志望学生の学校教員インターンシップ事業 

 

１ 経緯 

 学校教員インターンシップは、教職員養成審議会、第 3 次答申（１９９９）において、

大学・教育委員会との連携のもとで、「教員を希望する学生が日常的に学校現場を体験する

こと」「採用内定者が日常的に学校現場で実習できるようにすること」という方向性が示さ

れたことを契機にしている。平成 13 年度に試行し、平成 15 年度から完全実施に踏み切っ

て今に至っている。「教職大学院の新設」「免許更新制」「教職実践演習の必修化」等の施策

が進行中であり、今まで以上に実践的指導力の育成の充実が求められている。 

 

２ 目標 

 4 年次後期に実施する学校教員インターンシップは、教育理論と教育実践を融合させな

がら教員になるために形成してきた実践的指導力の基礎(「教科指導力」「学級経営力」「生

徒指導力」「保護者との連携力」等)を形成し、学校組織の一員となって学級を担当しつつ、

教科指導や生徒指導をすることができる最小限必要な教師力(教職実践力)を身に付けるこ

とを目標としている。 

 

３ 位置づけ 

 学校教員インターンシップは、「教員養成段階」と「新採用研修段階」の円滑な橋渡しを

する位置づけにある。 

 

                  円滑な橋渡し 

 

   教員養成段階     学校教員インターンシップ     新採用研修段階 

 

 

４ 本年度の取り組み 

（１） 期間 

平成 1９年 10 月第 1 週～平成２０年２月第 1週(4 年次後期)を原則とする。ただし、3

月卒業するまで学校教員インターンシップを続ける希望がある場合は、学生自身が学校現

場と相談し、可能な限り継続してよいものとする。 

 

（２） 方法 

①1週間に 2，3 日程度、曜日を決めて計画的、継続的に参加する。 

②学校現場と学生が双方向に相談することによって、学校園に参加する曜日、回数、実

施内容を決定し、主体的に実践的指導力の基礎を身につけるようにする。 

 ③万が一、問題点が生じた場合は、学校、教育委員会、大学、学生の 4 者で相談する。 

④学校教員インターンシップの進捗状況については、11 月中旬（１１月１４日、１２：

００～１２：３０）に中間報告会を開催し、各学校園の進捗状況を把握した。 
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⑤成果と課題を平成２０年３月８日（土）にシンポジュウムを開催して発表する。 

（３） 受入学校園 

  ア 幼稚園（７名） 

岡山市立御野幼稚園（４名）、岡山市立伊島幼稚園（３名） 

  イ 小学校（３３名） 

   岡山市立伊島小学校（１２名）、津島小学校（５名）、岡山中央小学校（８名）、 

岡山市立御野小学校（８名） 

  ウ 中学校（７名） 

   岡山市立岡北中学校（２名）岡山市立岡山中央中学校（３名） 

   倉敷市立倉敷東中学校(2 名) 

 

（４） 内容 

  ア 教科指導に関する事項 

保育活動の支援、教科指導の支援、Ｔ・Ｔ指導、少人数指導、宿題やテストの○

付け、ノートの点検、教材づくり、成績入力等 

  イ 学級経営の支援 

    登園指導への支援、朝の会、帰りの会、ホームルームの支援、教室環境の支援、

給食指導、清掃指導の支援、部活指導の支援 

  ウ 連携 

    保護者会の手伝い、園だより、学級通信の手伝い、職員会議、学年会議への参加 

  エ 生徒指導 

    集団づくりへの支援、教育相談への支援、特別支援活動の補助、進路相談の補助 

 

５ 成果と今後の展望 

（１） 成果 

① 4 月から新採用教員や講師をすることになるが、学校教員インターンシップの経験

を生かして、何とかやれる感触を得たという。 

② 長期的・継続的に学校現場を体験することで、学校がどんな教育課程で教育実践し、

長期的な教育によって子どもがどのように成長しているかを実感的に理解すること

ができたという。 

③ 学校現場が直面する様々な課題を実感し、教員がどのように連携して解決している

のかを観察し、その重要性を理解することができたという。 

 

（２） 今後の展望 

 ① 特色ある学校づくりの取り組みを紹介し、学生が本当に鍛えたい教職実践力と一致

した取り組みができるように工夫改善をする必要がある。 

 ② 学校現場から、日数が空いたのでは効果的な教育実践力が育成できないとの声があ

る。学生が毎日学校現場に行くことはできないが、可能な限り連続的に教職実践を

体験できる方策を検討したい。 

－ 22 －



（１）教員養成に関する事項 

⑤学校における情報教育充実のための学生ボランティア派遣 

 

１ 経緯 

本事業は，岡山県情報教育センター（現岡山県総合教育センター）が２００１年２月に

初めて企画し，毎年度１～４週間年間２回実施されていたフレキシブル研修講座に本学部

学生がインターンとして参加したのが最初である．本研修講座は企業の発想によるユニー

クな内容と運営方法が全国的に注目されているが，詳細は，同センターの Webページに紹

介されている． 

２００３年度までは，愛称「あなたに IT」と名付けられた開放講座（年２回；２～４週

／回）にアシスタントとして本学部の２年生が３０余名，３年生，４年生がそれぞれ１０

名程度の計約２０名，大学院生は１０名前後が参加していた．１回当たりの参加者数は４

０～６０名であり，同センター指導主事の下で現場実習を行った． 

２００４年度からは「あなたを ICT」と愛称が改称され，次章で紹介するようなソフト

の活用を内容とする講座となり，本学部学生がアシスタントとして参加するようになった．

年々研修者である教師の技能面の上達が顕著で，アシスタントは本学部情報教育コースの

３年生以上に限定するようになった．その分学生の参加数は減少したが，質的には高度と

なり学生にとってはさらなる学習意欲の亢進と課題の意識化を促進する機会となった． 

 

２ ２００７年度の実施内容 

２００７年度に開催された県総合教育センター主催情報教育研修短期集中講座（授業で

ＩＣＴ）は７月２３日から７月 2７日の５日間開催された詳細は下記の表に示す． 

本年度は，教員研修へのティチングアシスタントとして昨年度までに引き続き情報教育

コースの学生７名が参加した． 

 

表１ ２００７年度 総合教育センター情報教育研修講座 「授業で ICT」 

月日（曜日） 午前（９：３０～１２：１５） 午後（１３：００～１６：００） 

７月２３日（月） 表計算ソフト（エクセル）の基

礎的なスキルを習得し，授業や

校務改善に役立てる 

児童用ソフトウェア（キューブき

っず）の活用体験を通し，情報教

育の知識も得るコース別短時間

研修 

７月２４日（火） ホームページビルダー等を使っ

た学校ホームページの作成 

－基本操作実習と情報教育の知

識も得るコース別短時間研修－ 

プレゼンソフト（パワーポイン

ト）の習得と活用のポイント 

－基本操作実習と情報教育の知

識も得るコース別短時間研修－ 

７月２５日（水） ホームページビルダー等を使っ

た学校ホームページの作成 

プレゼンソフト（パワーポイン

ト）の習得と活用のポイント 
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－基本操作実習と情報教育の知

識も得るコース別短時間研修－ 

－基本操作実習と情報教育の知

識も得るコース別短時間研修－ 

７月２６日（木） 表計算ソフト「エクセル」を活

用した基礎学力向上のため教材

作り －基本操作実習と情報教

育の知識も得るコース別短時間

研修－ 

実物投影機＋プロジェクタ＋マ

グネットスクリーンを活用して，

教科学習の指導効果を高めるた

めの研修 

７月２７日（金） 児童用ソフトウェア（ジャスト

スマイル３＠フレンド）の活用

体験を通し，情報教育の知識も

得るコース別短時間研修 

プレゼンソフト（パワーポイン

ト）の習得と活用のポイント 

基本操作実習を通し，情報教育の

知識も得るコース別短時間研修 

 

 

３．参加した学生の反応 

２００７年度に開催された岡山県総合教育センター情報教育研修講座（授業で ICT）に

アシスタントとして参加した学生の反応は以下の通りであった． 

・大変勉強になった 

・学習におけるつまずきとはどういうものかわかった 

・卒論の研究の参考になった 

・指導主事の先生に気軽にお話しして頂き楽しかった 

これらの反応から考えられる学生の本講座に参加することによる効果は，認知的・技術

的・情的に充足感・自己効力感を実感でき，更には認知的・技術的な視点から自己分析・

自己発見できることがある．本研修講座に学生を送り出す側としては，主に以下の５点を

実施効果として期待し予測した． 

① 学習したことをもとに人に教えることの充実感・達成感と併せて困難さ，ひいては自

分自身の力量不足を痛感すること 

② 力量不足を実感したことをばねに向学心を高揚させること 

③ 指導主事，情報インストラクターによる指導を見習い，学生自身の指導力形成に反映

させること 

④ コミュニケーション能力を含む対人調整能力，人間関係形成能力を育成・向上させる

こと 

⑤ 社会規範，職場における礼儀・作法を修得すること 

 また，学生の研修講座への参加は学生自身にとって有益であるだけでなく，研修講座の

運営面で受講者である教師の好感度を高めるためにも貢献していると言える．今後の課題

として，受講生の技術的な水準が上がり，研修内容の重点が学習指導へ移行する段階にな

った時点で，学生の研修講座への参加について再検討が求められよう． 
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（１） 教員養成に関する事項 

⑥ 学生による学力向上支援への協力 

 

１ 経緯 

 現行の「ゆとり教育」の下では学力低下が危惧された。指導内容が 30％も縮減されたた

めである。文部科学省は確かな学力の形成のために、放課後の学習相談をはじめとした児

童生徒へのきめ細かな指導を一層充実させ、学習上のつまずきの解消や学習意欲の向上を

図ると共に、教員志望学生の将来の教員としての資質能力の向上につなげる等の観点から、

「放課後学習チューター」として活用する調査研究を平成 15 年から１７年度に渡って実

施した。一定の成果を得ることができたことから、本事業は平成 17 年度を持って終了し

た。しかしながら、平成 19 年度に実施された全国学力調査において岡山県の児童・生徒

の学力は良好とは言えない状況であった。確かな学力を形成するためには、学生による学

力支援活動を学校現場は必要とし、また、教員志望学生にとっても日常的に学校現場で実

践的指導力の基礎を継続的、系統的に育成することは不可欠であった。こうした経緯の下、

「放課後学習チューター」を完全に終了としないで、「学生による学力向上支援への協力」

事業として発展的に継続することにした。 

２ 目標 

 日常的に公立校の小・中学校の教科支援活動を通して、教職志望学生の主として、国語、

社会、算数・数学、英語、英語等の「教科指導力の基礎」を育成する。 

３ 位置づけ 

 日常的に学校現場に出かけて、確かな学力の形成を目指す小・中学校の教科指導の取り

組みを支援するため、教師力量形成がある程度できた段階の教職希望学生を対象とする。 

授業としては、プロジェクト科目として位置づけ、履修者には専修免許の単位として、１

単位与えることにした。日常的な教育実習の性格も有するが、教育実習の科目ではない。 

４ 本年度の取り組み 

（１） 期間 

・ 平成 1９年 10 月～平成 18 年 2 月(後期) 

＊全国的な麻疹の流行のため、前期実施は見合わせた。 

（２） 方法 

大学と岡山県教育委員会とが連携して、マッチングプログラムで確かな学力の形成

のため、教職志望学生の学力支援事業を行う。 

          岡山・倉敷小中校長会会長、報道関係者 

                     評価 

 

             学力向上マッチング委員会 

       教育学部             県育委員会・岡山・倉敷教育委員会 

学力向上マッチングプロジェクト WG     学力向上プロジェクト担当者 

＜企画・運営・調整＞                 

         連携                    連携 

                     連携・協同 

学力向上参画学生の代表             岡山・倉敷協力拠点校 
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（３） 受入学校園 

（１） 公立小学校 

岡山市立小学校７校 

（２） 公立中学校 

岡山市立中学校 6 校、倉敷市立中学校２校 

５ 内容 

（１）小学校の学力向上支援の内容 

  ・小学校の学力向上支援は、算数の計算指導で理解に時間がかかる児童、作業・操作

に手間取る児童への個別支援を行っている。国語ではブックトーキング等の活動を

行っている。 

  ・理科等では、教材・教具の準備や後片付け等の活動を行っている。 

・授業中の学習支援だけでなく、業間時間、昼休み、放課後等で、児童と一緒に遊ん

でいる。児童との遊びを通して児童の興味関心、児童の人間関係等、児童理解の観

点から、児童との遊びは重要であるというレポートが多い。 

  ・アスペルガー等、特別支援教育の必要な児童が増えてきている。こうした傾向にあ

って、特別支援教育の必要な児童への対応ができにくい現状から、学生への支援を

要望する声が少なくない。本事業は、学力向上支援事業であるが、特別支援教育の

必要な児童への支援活動を参加学生の多くが行っている。 

（２）中学校の学力支援の内容 

・確かな学力の向上が叫ばれる中にあって、国語、社会、数学、理科、英語等の教科

指導のへの個別支援に関わる活動が多かった。 

・教科支援も通常クラスに在籍する軽度発達障害のある生徒への学習支援が十分でき

ない状況から、これへの学習支援活動をも行っている。 

・理解の実験の準備や後片付け、総合的な学習の時間の活動の準備、教科指導の教材・

教具づくり等にも取り組んでいる。 

・小学校と同様、特別支援学級での教科指導支援を行った学生も少なくない。 

 

６ 成果と今後の展望 

（１）成果 

 ・確かな学力の形成に向けて、学校現場の授業実践を長期的・継続的に観察すること

で、学校教育における授業研究の大切さを実感したという報告が多い。 

（２）今後の展望 

・学校現場で実践的指導力の基礎を形成しようとする熱意のある学生が減少傾向にあ

る。麻疹の全国的な流行、都市部での教育採用枠の拡大等がその要因に上げられる。

都市部での教員採用枠の拡大は岡山などの地方には当てはまらないし、教員免許制

度等にみられるように、実践的な指導力が不足するようでは、採用は叶わない。養

成段階から実践的な指導力を身に付ける必要があることの指導の徹底を図り、教職

を目指す学生の実践的な授業力を磨くために本事業への参加を積極的にアピールす

ることが大切である。 
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（ ２ ）  教員研修に関する事項 

 ① 教員研修の共同開催 

 

１ 目 的  

  現 職 教 員 の実 践 的 指 導 力 の育 成 を目 指 して、大 学 ・教 育 委 員 会 ・学 校 が連 携 して、教 員 の指 導

力 を向 上 するとともに、学 校 教 育 上 の諸 課 題 に適 切 に対 応 するための研 修 講 座 を開 催 し、教 育

の資 質 ・能 力 の向 上 を図 る。 

２ 日 時 と概 要  

(1) 日時と概要  平成１９年８月２０日（月）１０：００～１５：３０  

(2) 特別講演（10:15～ 11:45）：創立五十周年記念館  

   演題：「学力・教育課程・指導―教育改革のなかで」 

講師：梶田正巳  先生 

    プロフィール：中部大学教授  元名古屋大学教育学部長、元愛知教育大学理事 

                      愛知県教育委員、文部科学省 ･教育課程企画特別

委員 

  (3) 部門別分散会（13:00～ 15:30）        

 ○教育実地部門            場所：創立五十周年記念館  

     ①  ミニ講演  

        演題「生きる力と人材育成」  川﨑宗夫氏  

        プロフィール：前長浜市市会議員  元吉本興業チーフプロデューサー   

               ジミー大西を育て，笑福亭仁鶴をマネジメント 

     ②  特色ある授業づくりの取組  

      １．「学力向上を目指して～小中連携の取組～」 

          ・岡山市立灘崎小学校  村上千春教諭  

          ・岡山市立灘崎中学校  床  勝信教諭  

      ２．「海外姉妹校でともに学ぶ科学教育」 

―スーパーサイエンススクールの取組―  

          ・倉敷天城高等学校   辻  泰史教諭  

  

  ○教育臨床部門                場所：教育学部講義棟 5101 教室  

        「児童生徒の問題行動を予防するための心理教育的な実践プログラム  

        ―たくましい人間力の育成をめざして―」 

      13:00～ 13:20 

       「学級・学校に働きかける心理教育的取り組みの意義」 

           岡山大学教育学部附属教育実践総合センター 安藤美華代  

      13:20～ 14:10 

            「サクセスフル・セルフプログラムの実施～児童の成長促進と予防的援助を

目指して～」 

           八幡市立八幡第二小学校   北  和人教諭  

                         山田眞弓元教諭  
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      14:10～ 15:00 

             「ソーシャルスキル教育の実践～児童同士の良好な対人関係促進を 

目指して～」 

           新見市立西方小学校   門原眞佐子教諭  

           15:10～ 15:30 全体討議  

     

 

○教育情報部門                        場所：教育学部講義棟 5208 教室  

         「 ICT による新しい学びの創造」 

           司会：赤木恭吾（県教育庁指導課職業教育指導班長） 

      

 13:00～ 13:10 開会挨拶  

           山内隆彦（県総合教育センター情報教育部長） 

      13:00～ 13:50 TV 会議システム  

      「 e ラーニングを活用した新たな学びへの挑戦」 

           ～中学校での授業実践を通して～  

           勝央町立勝央中学校   春名悟史教諭  

           県総合教育センター   藤代昇丈指導主事 

      14:00～ 14:40 実践発表  

      「ゲーミング・シミュレーションを用いた数学教育の方向性」 

           高梁市立高梁中学校   畑木紀男教諭  

      14:４0～ 15:20 講演  

      「 ICT による教師間ネットワークでの新しい学びの場」 

           岡山大学教育学部    笠井俊信准教授 

      15:20～ 15:30 質疑応答  

      15:30 閉会 

 

 

３   成 果 と課 題  

＜成 果 ＞ 

・ 岡 山 県 外 からの教 員 の参 加 者 もあり、毎 年 開 催 しているため、この研 修 講 座 に期 待 されている

部 分 も多 い。 

・ 教 育 改 革 の動 向 、学 力 向 上 の取 り組 み、問 題 行 動 を予 防 するための心 理 教 育 的 な実 践 プロ

グラム、ICT による新 しい学 びの創 造 に関 する実 践 的 な取 り組 みを聞 くことができてよかったとい

う参 加 者 の声 が多 かった。 

<課 題 ＞ 

・ 学 校 現 場 の多 忙 化 に伴 い、例 年 になく参 加 者 が少 なかった。どんな研 修 講 座 にすれば参 加

者 が多 くなるのか検 討 する必 要 がある。また、参 加 者 が多 ければよいのではなく、現 場 のニーズ

にあった研 修 講 座 にするなど、研 修 講 座 の質 を高 める必 要 がある。  
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（２）教員研修に関する事項

②英語教員の資質向上のための研修（中学校・高等学校）

来たる平成２０年度は，文部科学省の策定した「『英語が使える日本人』の育成のための戦

略構想」が改善達成の目標年度としていた年である。

本英語教員研修も５か年計画の最終年度を迎え，平成１８年度に引き続き，岡山大学教育学

部との連携事業の一環として標記研修を実施した。

１ 目的

文部科学省がとりまとめた「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想」に基づき，

５か年計画で公立中・高等学校の全英語教員に対し，集中的な研修を実施することにより，英

語教員の英会話能力及び英語指導力の向上を図り，もって本県英語教育の抜本的な改善に寄与

することを目的とした。

２ 受講者等

（１）受講対象者

公立中学校（中核市教育委員会所管の学校の教諭を除く。），公立高等学校及び県立特別

支援学校の英語担当教諭

（２）受講者数

平成１９年度の受講者数：９７名（中学校等３７名，高等学校６０名）

（３）受講者の決定

市町村（組合）立学校教諭にあっては所管の教育委員会教育長，県立学校教諭にあっては

当該学校長の推薦に基づき，岡山県教育委員会が決定した。

３ 研修の企画

岡山県教育委員会では，英語教員研修運営指導委員会を設置し，その意見等を基に，研修の

基本方針，研修の内容等を決定した。

英語教員研修運営指導委員会の委員には，岡山県総合教育センター指導主事，英語指導講師

（南オーストラリア州招聘している教師），外国語指導助手等を任命し，座長には岡山大学教

育学部の高塚成信教授を委嘱した。

第１回運営指導委員会 平成19年4月24日（火）14:00～ 場所：岡山県庁舎会議室

第２回運営指導委員会 平成19年6月19日（火）14:00～ 場所：岡山県庁舎会議室

第３回運営指導委員会 平成19年9月25日（火）14:00～ 場所：岡山県庁舎会議室

４ 研修内容

次に掲げる研修等の中から，英語教員研修運営指導委員会の提案等を基に，県教育委員会が

決定した。研修は原則としてすべて英語で実施した。

(1) ＴＯＥＦＬテスト

(2) 講義（英語教育の指導理論，英語教育の現状，問題点及び改善策等）

(3) 国際交流研修（外国語指導助手や留学生に日本文化等について英語で発信したり，出

身国の文化等について情報を得るためのディスカッション）

(4) 情報機器を使用した指導法演習（コンピュータやプロジェクターなど情報機器を使っ

－ 29 －



た英語指導の理論と実践） (5) 英語運用演習（ディスカッション，パブリックスピー

チ，ディベート等）

平成１９年度の研修期間，研修内容等の詳細は次のとおりである。

５ 課題と成果

昨年度の反省等を生かし，外国人講師等による講義・ワークショップ等の充実など，運営面

・内容面等の改善を行った。研修最終日に研修受講者が作成した「研修レポート」によると，

受講者の満足度は概ね良好であった。

成果については，新たな英語の指導法・指導技術（特にスピーキング）の習得，英語教師と

しての研修の必要性の再認識，他校・他校種の英語教員との指導法等に関する情報交換，外国

語指導助手も含めた人的ネットワークの構築等があげられ，英語教師の意識改革等に寄与でき

た。

平成１９年度英語教員研修日程

午 前 10 00～12 20 午 後 13 10～15 30: : : :

7月23日 開講式オ 講義・ワークショップ： ディスカッション：

Teacher motivation: The role of caring for My special efforts to enhance students' communicationリエンテ

students and moral purpose in language abilities through the language activities with the fourーション

classroom skill areas comprehensively integrated.

[ナオミ・フジシマ 岡山大学外国語教

育センター]

7月24日 講義・ワークショップ： 講義・ワークショップ：

Exploring English teaching in Asia through high Collaborative reporting: A speaking activity

[髙塚 成信 岡山大学教育学部]school textbooks

[ナジマ・ジャンジュア 岡山大学外国語教育セン

ター]

7月25日 公開授業・研究協議 研究協議：

A critical review of the demonstration lesson「英語Ⅰの授業改善－中学校における『音声による

コミュニケーション能力を重視した英語学習』から [スコット・ガードナー 岡山大学教育学部]

『四つの領域の言語活動を統合した英語学習』への [髙塚 成信 岡山大学教育学部]

円滑な移行」

7月26日 イングリッシュキャンプ イン 吉備高原 イングリッシュキャンプ イン 吉備高原

Speaking Reading Writing Cultural Elective Activities＆ ,

7月27日 イングリッシュキャンプ イン 吉備高原 イングリッシュキャンプ イン 吉備高原

Debating and Giving Opinions Debating and Giving Opinions continued

7月30日 講義・ワークショップ： 講義・ワークショップ：

Looking at talk in social interactions through Student resistance and classroom management

[ニール・カウイ 岡山大学外国語教育センター]turn-taking

[イアン・ナカムラ 岡山大学外国語教育センター] [作井恵子 神戸松蔭女子学院大学]

ALT Day ALT Day7月31日

8月 1日 情報機器を活用した指導法演習１ 情報機器を活用した指導法演習２

演習成果グループ別発表会TOEFL-ITP

8月 2日 演習成果グループ別発表会TOEFL-ITP

情報機器を活用した指導法演習１ 情報機器を活用した指導法演習２

8月 3日 演習成果全体発表会 指導・講評 閉講式
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（２）教員研修に関する事項 

③ 算数・数学教員の指導力向上事業 

 

１ 本事業のねらい 

 教員の指導力が問われる今日にあって、本事業は、岡山大学教育学部と岡山県教育委員

会、学校現場とが連携協力して研修講座を開催し、岡山県の教員の算数・数学に関する教

科指導力の向上を図るものである。 

 

２ 趣旨と背景 

 理数教育の危機が叫ばれ、特に、算数・数学の学力低下が叫ばれてきている。OECD の

2006 年 PISA 調査においても数学的リテラシーは 10 位であったと報告されている。2000

年が 1 位、2003 年が 6 位からすれば、年々低下していることになる。国際的な順位も気

になるところであるが、内容面からみても、「数学的応用力・読解力」が良好ではないと報

告されている。更に、成績上位群と下位群では、下位群の多さが目立っていると指摘され

ている。レベル１とレベル 1 未満の合計が、１３．０％であり、フィンランドの５．９％

と明らかな差がみられる。 

算数・数学の学力の低下の要因を「ゆとり教育」を目指したカリキュラムや家庭学習を

しなくなった子どもに求める人がいる。カリキュラムや子どものせいにするのは、短絡的

な言い逃れの結論であるとも受け止められる。算数・数学を担当する教員の教科指導力の

低下も、算数・数学の学力低下の大きな要因の 1 つではないかと思われる。 

そこで、本事業では、算数・数学を担当する教員の教科指導力を向上させるために、本

事業を継続的に推進している。 

 

３ 本年度の取り組み 

（１） 特別講演 「中国の算数・数学教育の現状に学ぶ」 

    講師 大阪教育大学附属池田小学校研究部長 佐藤 学                   

 

① 平成１９年６月９日（土） 

１４：００～１６：００ 

① 場所 岡山大学教育学部 ４０１室 

② 参加対象者 

  岡山県内外の算数・数学担当者教員、院生、学生・・・・６３名 
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③ 内容 

平成 19 年 3 月に佐藤学氏を初めとする中国算数教育視察団は、進展著しい中国の算数

教育の現状を視察し、日本の算数教育も見習う点があるというものであった。以下要約す

ると、講演内容は次のような点であった。 

・1 時間の授業時間は、日本は 45分であるが、中国では 30分である。そのためか、教

師の発問、指示は的確であるという印象を受けた。 

・日本に比べて、カリキュラムの内容のレベルが高い。例えば、「平行・垂直」は日本の

算数のカリキュラムでは第５学年であるが、中国では第 2 学年で取り扱っている。 

・PISA 型読解力への対応も図られており、前回の視察の際見た教科書は、問題の羅列

という印象を受けたが、今回は日本の算数の教科書と区別が付かないほど整っていた。 

・デジタルコンテンツも充実し、中国授業コンテスト第 1 位という教師の「生活におけ

る負の数」は、身近な生活の中で、負の数を見付けられやすい自作のデジタルコンテ

ンツであった。 

佐藤氏の印象として、前回の中国の算数・数学教育は教え込み型の授業が主流であった

が、わずか 3 年で見違えるように授業の質が高まり、自ら学び、自ら考えさせる算数・数

学教育が実践され、算数・数学のカリキュラムのレベルも高いので、日本もうかうかして

はおられないのではないかというものであった。 

 

（２） 算数・数学アセスメントに基づく授業改善の研究発表会の開催 

算数・数学アセスメントに基づく授業改善の研究発表会を開催した。 

① 日時 平成 1９年 10 月 2９日(土)、 

１３：００～１７：００ 

② 場所 岡山大学教育学部 406 教室 

③ 参加者数 算数・数学担当者、院生、学生、53 名 

④ 内容               

＜算数科授業改善＞ 

・ 岡山市立鹿田小学校教諭 圓井大介 氏が、第 5 学年の小数のわり算の意味指導

の授業改善に関して、「関係図を活用した倍概念に基づくわり算の意味指導に関す

る研究」と題して、研究発表を行った。わり算の意味理解が良好でないという要

因は数直線にあるとし、関係図の効果を実践を交えて発表した。 

＜中学校数学授業改善＞ 

・ 瀬戸内市立牛窓中学校教諭 宇津見雅英 氏より、比例の意味理解が良好とは言

えない状況の要因は、比例を日常事象と関連づけた取り組みが希薄なことにあり、 

生活の中で比例の関係を見出させることが指導の要点であるという授業構想が発

表された。 

 

４ 今後の課題と展望課題 

 平成 19 年度実施の全国学力調査の結果、岡山県の児童・生徒の算数・数学の学力の水

準は全国平均を下回るものであった。確かな学力の形成のため、連携して授業改善の具体

的な方策を構築することが喫緊の課題であることを共有した。 
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(２) 教員研修に関する事項 

④ １０年経験者研修への協力                         

１ 目的と経過 

学習指導要領に示されている基礎・基本を確実に身に付けさせ，自ら学び考える力などを育

成し，確かな学力の向上を図るとともに，心の教育の充実を図るためには，実際に指導に当た

る教員にこれまで以上の指導力が必要とされていることから，教育公務員特例法が改正され，

在職期間が１０年に達した教諭に対し，平成１５年度から個々の能力や適性等に応じた研修が

実施されることとなった。 

岡山県教育委員会は，この１０年経験者研修について，長期休業中を中心とした１５～２０

日程度の校外研修，及び課業期間中を中心とした１６～２０日程度の校内研修を実施すること

とした。 

研修内容は，教員としての職責から教科指導及び生徒指導に重点を置きつつ，教員一人一人

の専門性の向上や得意分野の伸長を図るなど，学校長や研修教員自身のニーズに応じたものに

なるよう工夫した。 

具体的には，県総合教育センター等が実施する 300 以上の講座に加え，岡山大学をはじめ県

内の３大学や民間機関においても講座を開設し，可能な限り受講の希望に対応できるようにし

た。 

岡山大学においては，夏季休業中に，カリキュラム開発，教科教育，幼児教育等の領域にお

いて，専門性の向上を図る研修が９講座開設され，のべ 101 名の教員が受講した。 

２ 成果と課題 

研修教員の多くは，大学卒業後，大学の講義で学ぶ機会が少ないため，新鮮な印象を持つと

ともに，採用後１０年間の自らの教育実践を振り返るよい契機となった。 

講座内容は，教育活動の基礎となる理論からすぐに実践できる具体的な指導法まで多岐にわ

たり，また大学教官の専門性を生かした内容で，受講者に好評であった。 

教員の養成と採用と研修は，教育に有為な人材を育成する重要な働きである。今後も，情報

交換をより密にしながら，この１０年経験者研修における講座の開設のように，それぞれの専

門機能を生かした取組を進めていく必要がある。 

 

※ 平成１９年度１０年経験者研修 岡山大学で開設した講座 

7/26(木)  現代教育改革と学校組織マネジメント 
現代教育改革と学校組織マネジメントについて解説する。具体的には，現代教育改革の動向，教職員評価，学

校評価，教職員の人間関係とメンタルヘルスについて論究する。 

① 現代教育改革と教職員評価（北神先生），②学校評価（佐藤先生）， 

③ 教職員の人間関係とメンタルヘルス（淵上先生） 

講師：北神正行先生(学校経営学)，淵上克義先生(組織マネジメント開発学），佐藤博志先生(教育経営学） 

7/27(金)  国語科教育（「書くこと」「読むこと」）の内容と方法 
国語科学習指導のうち，とくに「書くこと・読むこと」の学習指導の内容と方法，および指導上の留意点につ

いて，実践的な観点から講義をし，自らの授業のあり方を振り返るための一助とする。 

講師：菅原 稔先生（国語科教育） 

8/1(水)  日本付近の天気システムと最近の異常気象 
まず，日本の季節（梅雨，秋雨も含めた六季）を特徴づける現象とその仕組みについて，アジアモンスーンと

の関係も含めて概説するとともに，日本付近で最近見られる異常気象の実態やメカニズム，及び温暖化との絡み

等に関して最新の話題を幾つか紹介する。 

さらに，気象データや天気図などの中から異常気象などの実態を捉えるための簡単な実習を行う。 

講師：加藤内藏進先生（気象学） 
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8/6(月)  教科書を中心とする社会科教材研究の方法 
社会科の教育内容領域は幅広い。そのため，一人の教員が全ての領域に精通することはなかなか困難である。

本講座は，自分が得意ではない分野や，教育内容についてどのように教材研究を進めればよいかを，中学校社会

科の各分野の教科書を手がかりに考える。 

講師：桑原敏典先生（社会科教育学） 

8/7(火) 国語科教育（物語の丸ごと読み） 
読むことの授業における取り組みとして，物語（小説）を直観的把握（感性的全体的把握）から出発し，そこ

から導き出された課題追求する丸ごと読みの理論と方法に関する講義と教材研究の実践。小学校教材をベースに

する。 

講師：田中智生先生（国語教育学） 

8/8(水)  教師の指導性と児童・生徒の学校適応感 
ＰＭリーダーシップ理論をもとに，教師の指導性が児童・生徒の学習意欲，級内友人関係，教師との人間関係

感など学校適応感に及ぼす効果を見る。また，なぜ指導制の如何がそのような関連を持つのか，どのようにすれ

ば指導性を高めることができるのかについて考究する。 

講師：井上祥治先生（教育心理学） 

8/9(木)  指導案の考え方と書き方 
指導にあたって，指導案を書くことは教師にとって必須のことである。しかし，子どもに指導しなければなら

ない内容を見極めた指導案を書くことは，簡単ではない。そこで，指導内容で，実際に何を指導することが，本

質的なことかを議論した上で，指導案の書き方を教授する。 

講師：井戸和秀先生（小・中・高の音楽教育・幼児教育全般） 

8/24(金)  学校保健の課題と養護教諭への期待 
1997 年の保健体育審議会答申等において学校健康教育の充実と養護教諭による児童生徒の健康問題への対応

が提言され，養護教諭の保健学習への参画や保健室での健康相談活動の充実など様々な対策が取られている。 

また，食教育の必要性から栄養教諭も制度化された。児童生徒の健康と安全を保障する学校保健は学校教育の

基盤として今後ますます重要になると考えられる。 

そこで，学校保健の沿革を振り返り，その現状と課題についての講義と討論を行い，学校保健についての理解

を深める。養護教諭の立場からだけでなく，学級担任をはじめすべての教師の立場から学校保健についての理解

を深める。 

講師：門田新一郎先生（学校保健） 

8/29(水)  諸外国における科学（理科）教育の学習内容に学ぶ 
諸外国（及び日本）における科学（理科）教育の学習内容に注目し，科学（理科）教育の在り方を，（演習も

取り入れて）抜本的に問い直す。 

講師：田中賢二先生（理科教育学） 

 

－ 34 －



－ 35 －



－ 36 －



（２）教員研修に関する事項

⑥サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト

この （ )は、文部科学省の「次代を担う人材への理数教育のSPP Science Partnership Project

拡充」施策の一環として､学校と大学･科学館等の連携により、児童生徒の科学技術、理科・

数学(算数)に関する興味・関心と知的探究心等を育成することを目的とする事業である。

平成 年度から文部科学省で実施してきた「サイエンス・パートナーシップ・プログラ14

ム事業」の調査研究の成果を踏まえ、平成 年度より、独立行政法人 科学技術振興機構に18

おいて実施している。

１．研修の概要

対 象： 中学校・高等学校の理科教員 （受講者には、交通費が支給される）

研修名： 生徒の興味を引きつけ、真の理解へつなぐ実験教材づくり

日 時： 月 日(火)～ 日(水)の２日間（午前 時 ～ 午後４時まで）12 25 26 10

場 所： 岡山大学教育学部 本館１階 実験室101

この研修では、面白い実験教材づくりから、本質的な内容に迫る実験教材づくりまで数多

く行い、生徒が基本的な内容を真に理解できるようにする指導法や、実験教材をうまく組み

込んだ授業づくりについて述べた。

現行の学習指導要領にある実験や学習内容を取り上げ、柿原の開発した実験教材や授業展

開を用いて、生徒の興味を引きつける授業づくりについて述べた。したがって、受講者は、

ここで習得した内容をすぐに明日の授業に使えるようにした。

２．実施体制

岡山大学教育学部 准 教 授： 柿原聖治（主講師）

岡山大学教育学部 特任教授： 入江 泉

福山市教育委員会 指導主事： 鍋島義治

岡山県教育委員会とは、入江特任教授を通して連携するようになった。岡山県教育委員

会に案内状１枚とその磁気媒体(フロッピー)を渡した。同委員会はそれを印刷し、岡山県全

体に配布した。同委員会には、この研修講座の周知徹底に尽力してもらった。

福山市教育委員会の「理数大好きモデル地域事業」に柿原が参画している。また福山市の

教職員研修基礎研修講座にも参加していたので、この研修講座でも連携を図った。

３．実施の結果

10 20 21 12当初は２回行う計画であった つまり第１回 月 日(土)と 日(日) と第２回。 ［ ］ ［

月 日(火)と 日(水)］を計画していたが、第１回は受講者が皆無で流れた。第２回だ25 26

けの実施になり、受講者が集まるかどうか心配していたが、予定通りの受講者数を確保でき

た。 月 日が 名（男 名、女 名 、 日が 名（男 名、女 名 、福山市から12 25 17 12 5 26 20 14 6） ）

の参加者は 名（男、中学校）だった。中学校と高校の割合は ： で、少し中学校教員3 55 45

が多かった。

中・高校の理科教員は、一般に男性が多い。女性の受講者の割合が高かったのは意外であ

った。女性の受講者の所属は、中学校と高校が半々であった。
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４．具体的な内容

[ ] 液体窒素の意外な使い方・遊び方。１人当たり の液体窒素を使い、実験する。1 2L

[ ] クラッカー作り。 カルシウムと硫黄の化合の実験。2

[ ] ミカンはなぜ水に浮くのか ⇒ 中に空気が入っている。⇒ 水上置換法3

[ ] 柿は浮く。沈むようにするにはどうすればよいか ⇒ 水を温めて密度を下げる4

ガリレオ温度計に応用されている

[ ] アルコール爆発 ⇒ アルコールランプに入れるアルコール量が 分目の理由5 8

[ ] 長短２本のろうそくに蓋をすると、長いろうそくから消える。⇒ 上昇気流6

[ ] 使い捨てカイロが暖かくなる原理 ⇒ 粉じん爆発の実験7

[ ] 海水の濃度を調べる実験（蒸発乾固 。食塩の溶解度を調べる実験。8 ）

[ ] スチームクリーナーを使った実験。スチームクリーナー 送風機9 vs

) 湯気と水蒸気 ) 噴水と水風船a d

) 蒸 留 ) ペットボトルやアルミ缶つぶしb e

) フラスコ内で膨らます風船 ) 火力発電のモデルc f

[ ] 水の分解・合成。Ｙ型電解装置を使い、手回し発電機で電気分解する。10

Ｙ型電解装置を使い、分解した水素と酸素から水を合成する。

[ ] ミクロの世界を扱う。分子運動に関するモデル実験。11

) 粒子概念（ 倍顕微鏡で色々な物を見る。物質の不連続性を認識する）a 30

) 弾（エアガン用）を使った固体モデルづくり。b BB

) シェーバーを使った気体モデルづくり。c

５．成 果

無記名のアンケート調査を実施し、本研修の評価を 法と自由記述で書いてもらった。SD

それによると、ほぼ全員から非常に良い評価を得た。実験中の怪我もなく、成功だった。

６．課 題

、 。当初から岡山県だけでは受講者が集まらないと危惧していたので 福山市にも手を広げた

、 。 、普段からつき合いのある福山市教育委員会と連絡を取り 受講者の確保に努めた その結果

計画通りの 名の受講者を集めることができた。隣県に手を伸ばすという判断は正解だっ20

た。受講者には交通費が支給されるが、それでも受講者の確保は難しいということを認識す

る必要がある。

確実に受講者を確保するには、研修の案内状をできるだけ早く配布する必要がある。現場

の教員は、四月段階で１年間の研修計画を組む。その研修の数も多く、いろいろな所から提

供されているので、選択の幅が広い。その研修計画に途中から割り込むことになるので、主

催者側は受講者を引きつける研修内容と案内状を用意する必要がある。

受講機会を増やすため、２回用意していた。教育委員会と連絡をとって 月 日(土)と10 20

日(日)の日程を決めたが、その１回目は受講者ゼロであった。現場の教員にとって学期21

最中の受講は非常に厳しいことが分かった。冬休み中の 月 日と 日で 名の受講12 25 26 20

者が集まった。夏休み・冬休みに開講する必要がある。

案内状は２回出した。開催日の１か月前に出したが、受講者に尋ねてみると、１回しか案

内状が届いていない(気づかなかった）という人もいた。案内状が学校に届き、理科教員の

手元に届くまでに時間が掛かることを肝に銘じる必要がある。
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(２)教員研修に関する事項

⑦ 中・高等学校美術科の授業づくり

１ 事業の目的

現行の学習指導要領は，鑑賞に関する改善の要点の中で，

「我が国及び諸外国の美術文化や表現の特質などについての関心や理解，作品の

見方を深める鑑賞の指導が一層充実して行われるようにする 」。

という視点が示されており，さらに，新学習指導要領の検討においても，

「 ， ，感じ取る力や思考する力を一層豊かに育てるために 自分の思いを語り合ったり

自分の価値意識を持って批評し合ったりするなどして，自分なりの意味や価値をつ

くり出していくような鑑賞の指導を重視してはどうか 」。

「美術文化の継承を創造への関心を高めるために，作品などのよさや美しさを主体

的に味わう活動や，我が国の美術や文化に関する指導を一層充実してはどうか 」。

などの意見が出されている。

授業時数の削減等により，ともすれば「表現」の授業に偏りがちな美術科教員が，

鑑賞教育の重要性を理解し，適切かつ十分な鑑賞の指導を行えるようになることは，

美術教育が抱える重要な課題である。

しかし，美術科教員の中には，鑑賞教育の重要性については理解しているものの，

そのための研究・研修の機会が少なく 「もっと，鑑賞の学習指導に関する勉強がした，

い 「鑑賞の学習指導について適切なアドバイスがほしい」と思っている教員も多い。」

そこで，本事業の今年度の目的を「鑑賞の授業の工夫・改実」とし，岡山県総合教

育センターが実施する中・高等学校美術研修講座の参加者が，各学校において効果的

な鑑賞の授業開発が行えるよう，岡山大学教育学部の教員から継続的な支援を行うも

のとする。

２ 事業の内容

平成１９年度岡山県総合教育センター美術研修講座

表現と鑑賞を一体的に取り扱うこれからの美術教育の在り方や，日① 目 的

本の美術や文化と伝統等について，講義形式で研修するとともに，演

習をとおしてその魅力を体感する。

平成１９年８月２日（木）９：３０～１６：００② 日 時

岡山大学教育学部 東棟３Ｆ美術演習室③ 場 所

「鑑賞の授業の工夫・改善」④ テーマ

岡山大学教育学部美術・工芸科教育 准教授 赤木里香子⑤ 講 師

岡山大学教育学部教育社会学 准教授 山 口 健 二

～ 開会・自己紹介⑥ 日 程 9:30 10:00

～ 講義「水墨画の歴史と基礎的技法について」10:00 12:00

～ 水墨画の基礎的技法の演習と模写13:00 15:00

～ 相互鑑賞，参加者協議，指導アイディアの交換15:30 16:00

閉会16:00
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(２)教員研修に関する事項

「授業で勝負！」支援事業⑧

１ 事業の目的

教員には，専門家としての確かな力量が必要であり，資質・能力の維持・向上を図ることが重要

である。

また，国際的な学力調査等の結果を踏まえ，児童生徒が自ら考え，行動できる自立した力を育成

するため，確かな学力の育成や読解力の向上を図ることが一層求められている。

「教師は授業で勝負する」と言われるように，教員の授業力こそが「教育のプロ」のプロたる所

以であり，現在求められている「生きる力」を児童生徒に育むためにも 「授業力」の向上が極め，

て重要である。

そこで，現在，県の実施した学習到達状況調査結果等をもとに自校の児童生徒の実態を把握・分

析し授業改善を進めている学校を支援するため「推進校」として指定し，指導方法や教材・教具等

の研究・開発，校内指導体制の整備等，教員の「授業力」の一層の向上を目指した実践研究を推進

し，もって県内小・中学校児童生徒の学力向上を図る。

２ 事業内容

（１） 推進校は，教員の授業力向上のため，次の点に基づいて研究活動等を行う。

① 全国学力・学習状況調査や岡山県学習到達状況調査結果等を分析し，自校の児童生徒の学力

の状況を適切に把握するとともに 「分かる授業」の実現を目指した取組及び体制整備を進め，

る。

② 同地域内の各学校と連携を図り，授業公開・参観及び研究協議を行う。

③ 各推進校等において，成果を広める工夫をする。

（２） 岡山県教育委員会，市町村教育委員会，岡山大学教育学部等は，推進校の研究支援を行うと

ともに，研究成果等を県内に広める。

○対応窓口

・岡山大学教育学部：加賀 勝教授

・県教育庁指導課：小田幸伸参事，岡村富広総括副参事

（３）指定校（小学校１９校，中学校１７校）及び指導講師（岡山大学関係分のみ）

岡山市 吉備小 黒崎東洋郎（岡山大） 福浜中 住野好久（岡山大）

玉野市 日比小 田中智生（岡山大） 日比中 寺澤孝文（岡山大）

（岡山大）備前市 日生東小 黒﨑東洋郎（岡山大） 吉永中 稲田佳彦

瀬戸内市 今城小

国府小

赤磐市 城南小 赤坂中 水野正憲（岡山大）

和気町 佐伯中

吉備中央町 津賀小 佐藤 暁（岡山大）

田中智生（岡山大）

住野好久（岡山大）

倉敷市 柏島小 郷内中 北神正行（岡山大）

笠岡市 笠岡小 神島外中

井原市 大江小 田中智生（岡山大） 美星中
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総社市 新本小 昭和中

高梁市 富家小 高梁北中 高塚成信（岡山大）

新見市 塩城小 平井安久（岡山大） 神郷中 加賀 勝（岡山大）

平井安久（岡山大）

虫明眞砂子（岡山大）

浅口市 六条院小 田中智生（岡山大） 寄島中 北神正行（岡山大）

佐藤 暁（岡山大）

早島町 早島小

里庄町 里庄中

津山市 弥生小 佐藤 暁（岡山大） 北陵中

真庭市 天津小 落合中 加賀 勝（岡山大）

佐藤 暁（岡山大）

田中智生（岡山大）

高塚成信（岡山大）

桑原俊典（岡山大）

（岡山大）稲田佳彦

佐藤倫子 （岡山大）

美作市 東粟倉小 大原中

西粟倉村 西粟倉小 平井安久（岡山大） 西粟倉中 桑原俊典（岡山大）

（４） 授業力向上推進協議会

○事業に取り組んでいる学校関係者と支援を行っている大学教官等が一堂に会し，全国学力・

学習状況調査や岡山県学習到達状況調査の分析を改善に生かす方策や教師の授業力向上に向け

た具体的な取組についての研究協議を行い，その成果をまとめ，県下の小中学校に広める。

〈参加者〉

指 定 校：津賀小，大江小，塩城小，東粟倉小，福浜中，吉永中，高梁北中，北陵中

岡山大学：高塚成信(会長)，田中智生(副会長)，平井安久，桑原俊典，稲田佳彦

岡山県総合教育センター：指導主事５名

３ 成果と課題

学校にとっては，大学教員の指導助言により，学校が課題としてとらえていることに対し，新

しい視点や効果的な指導方法，研究の方向性等を示していただき，大変参考になった。

また，大学教員にとっても，学校の教育活動の現状を詳しく知り，自身の研究の参考となるこ

ともあり，相互研究の意義もみられる。

， ， ，しかし １回限りの訪問の場合では 大学教員が学校の実態に十分に対応しにくいことがあり

研究の取りかかりや授業づくりの段階から可能な限り継続的にかかわり合うことが，より授業力

向上を促進することにつながることが，授業力向上推進協議会で明らかになった。

さらに，学力調査等を学校全体でしっかり吟味する過程で学校の課題を共有した上で，教科や

学年の壁を越えて全員が取り組める研究テーマを設定すること，授業力の基盤となる教科を越え

た児童生徒理解や発問，板書等にかかわる指導技術と教科固有の教材解釈や単元構想等にかかわ

る専門性の両面をバランスよく高めること等が授業力向上に有効であることも明らかになった。
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（３）学校教育上の諸問題への対応に関する事項 

②「生きる力」支援事業 

１ 事業の概要 

本事業は、平成１３年度文部科学省委託事業「悩みを抱える青少年を対象とした体験活動推進事業」、平

成１４・１５年度県事業として実施した「学者融合子どもの自分さがし支援プログラム開発事業」を踏まえ、平成

１６年度より、不登校・ひきこもり傾向にある小中学生を対象とした自立支援事業として実施している。 

事業内容は、小中学生とその家族を対象として、宿泊を伴う自然体験活動や物づくり、交流活動を展開

し、子どもたちのコミュニケーション能力や社会性をはぐくむとともに、参加家族への支援を図るために、親同

士が話し合える場の設定やカウンセラーとの個別相談の時間を設定している。 

（１）事業の趣旨と内容 

    教育上配慮を必要とする子ども（不登校傾向の児童生徒や屋内に引きこもり傾向の児童生徒）が、学

校や家庭を離れ、自分を見直し、将来の自分を探して学んでいくための目標を見つけることができるよう

に、学校教育、社会教育関係者等が連携し、各社会教育施設の特性を生かした活動を通して、子ども

の自立を支援する。 

（２）事業内容 

  ①夢さがしの旅推進委員会の設置（年２回開催） 

推進委員会では、プログラムの運用や参加者の募集、学生ボランティアの研修会のあり方、事業の

検証等について研究協議を行った。 

  ②ボランティア学生事前研修会 

   日 時 平成１９年６月３０日１３：００～１７：００ 

   内 容 演習：アイスウォーミング 

        講義：「問題をかかえた子どもたちへの対応」 「グループワーク」 

   参加者 ５６名（申込７０名： 岡山大学学生２７名（岡山市立少年自然の家フレンドシップを含む） 

 ノートルダム清心女子大学学生１５名  山陽学園大学学生６名 倉敷芸術大学学生

３名 中国学園大学学生１名  社会人４名 ） 

③事業の実際 

○「であい・チャレンジ」の旅（岡山市立少年自然の家） 

６月１日（金）～ ６月３日（日） 

内容：草木染め ニュースポーツ 

参加者：１２名（対象小学生４名 中学生７名 保護者１名） 

学生ボランテンィア：１２名 （岡山大学学生 ９名） 

１０月２６日（金）～１０月２８日（日） 

内容：芋掘り 苔玉づくり 

参加者：１７名（対象小学生８名 中学生６名 保護者３名 ） 

学生ボランティア：１３名 （岡山大学学生  ８名） 

○星ふるさと＆アートの旅（ゆめ２１くらぶ実行委員会・矢掛町生涯学習課） 

６月１６日（土）～６月１７日（日）  

・内容：料理教室 科学教室 

・参加者：６名（対象小学生０名 中学生４名 保護者２名） 

・学生ボランティア：４名 （岡山大学学生 ０名） 
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１０月１３日（土）～１０月１４日（日） 

・内容：デジカメ写真教室 料理教室 ステンドグラス 等 

・参加者：１７名（対象小学生３名 中学生６名 保護者６名 兄弟等２名 

・学生ボランティア：９名 （岡山大学学生 ０名） 

２月２日（土）～２月３日（日） 

・内容：料理教室 スキー・スノボ教室 等 

・参加者：２２名（対象小学生５名 中学生７名 保護者９名 兄弟等１名） 

・学生ボランティア：９名 （岡山大学学生 ０名） 

毎月２１日保護者交流会（５月～２月実績） 

・参加者：のべ３０名 

・指導スタッフ：のべ３２名  指導者２名 

○「山と海のおいしい旅」（県立青少年教育施設） 

８月２５日（土）～ ８月２７日（月）：渋川青年の家  

・内容：シーカヤック 船釣り体験 キャンドルクラフト 等 

・参加者：４４名（対象小学生１１名 中学生１１名 保護者１７名 兄弟等５名） 

・学生ボランティア：２２名 （岡山大学学生 ４名） 

９月２１日（金）～９日２３日（日）：備北青年の家 

・内容：星空観察会 紙漉体験 等 

         ・参加者：３８名（対象小学生８名 中学生９名 保護者１４名 兄弟等７名） 

         ・学生ボランティア：１４名 （岡山大学学生 １名） 

１１月２３日（金）～ １１月２５日（日）：青少年教育センター閑谷学校 

         ・内容：木工クラフト オリエンテーリング 野外炊事 等 

         ・参加者：３８名（対象小学生９名 中学生１０名 保護者１４名 兄弟等５名） 

         ・学生ボランティア：２６名 （岡山大学学生 ２名） 

１０月６日（土）～１０月８日（月）：渋川青年の家 

         ・内容：ブーメランづくり ニュースポーツ かに釣り 等 

         ・参加者：４２名（対象小学生１０名 中学生１１名 保護者１５名 兄弟等６名） 

・学生ボランティア：２１名 （岡山大学学生 ５名） 

１２月２１日（金）～１２月２２日（土）：備北青年の家 

・内容：神楽鑑賞  ケーキ作り 等 

         ・参加者：３５名（対象小学生６名 中学生１１名 保護者１３名 兄弟等５名） 

・学生ボランティア：１１名 （岡山大学学生 ２名） 

２月９日（土）～２月１１日（月）：青少年教育センター閑谷学校 

・内容：トールペイント アーチェリー体験 思い出アルバム作り 等 

         ・参加者：４２名（対象小学生１０名 中学生１０名 保護者１７名 兄弟等５名） 

・学生ボランティア：２５名 （岡山大学学生 ６名） 

○さわやかデー由加山の旅（倉敷市少年自然の家） 

９月９日（土）～ ９月１０日（日）  

・内容：うなぎつかみ テント体験 そうめん流し 等 
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・参加者：２０名（対象小学生５名 中学生３名 保護者９名 兄弟等３名） 

・学生ボランティア：１１名 （岡山大学学生 ０名） 

２月３日（土）～ ２月４日（日） 

         ・内容：太巻きつくり もちつき レクリェーション 等 

         ・参加者：２３名（対象小学生７名 中学生３名 保護者９名 兄弟等４名） 

         ・学生ボランティア：５名 （岡山大学学生 ０名） 

 

２ 成果と今後の課題 

    大学生を中心としたボランティア（活動支援スタッフ）の存在が本事業ではとても大きなものとなってい

る。活動支援スタッフは常に参加者に寄り添い、活動と心を支えている。活動支援スタッフとの関わりを

求めて参加している参加者もいる。参加した保護者も我が子と活動支援スタッフの関わりにとても喜び、

頼りにし信頼している。 

    参加者は活動をする中で、活動支援スタッフや指導スタッフと関わり、だんだんと他の参加者とも楽しく

関われるようになっている。友達と会いたいから参加したと言う参加者も増えている。活動している様子

を見ても、すべて受け入れられるという安心感のもとに、生き生きと活動し、自己表現もでき、次第にい

い表情になっている。 

     夢さがしの旅の参加者で高校生（本事業の対象外）になった生徒をジュニアリーダーとして受け入

れ、彼らの活躍の場にできたことも成果は大きい。少しずつではあるが、新しい居場所と役割を見つけ、

成長したように感じる。 

    保護者は、保護者交流会に参加したりカウンセラーの先生と話をしたりすることで心をほぐし、情報を

交換している。これもよい充電の場となっている。また保護者同士のネットワークも生まれ、夢さがしの旅

以外でも情報交換をしたり集まったりしている。 

    今後もこの旅の良さを生かしながら関係機関等と連携し、参加者にとってよりよい居場所となるようにし

ていきたいと考える。 

 

        渋川青年の家（８／２５～２７）での船釣り体験の様子 
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(3) 学校教育上の諸課題への対応に関する事項

③ 教職員のメンタルヘルス対策

１ 事業の目的

近年、精神疾患等による教職員の休職者が増加している。また、休職者には至らないものの日

常的に多くのストレスを抱えている教職員、不調を感じながらも相談できずにいる教職員も多い

と思われる。さらに、職場のメンタルヘルスを維持し、向上させる役割を持つ管理職が相談でき

る窓口もまだ少ない。

そこで、これら教職員や管理職をサポートするために、平成15年度に連携事業の一つとして、

「教職員サポート相談 「管理職メンタルヘルス相談」の二つの相談窓口を設置し、現在に至っ」

ている。

２ 事業の内容

（１）教職員サポート相談

一般教職員を対象に、面接相談とメール相談を実施してきたが、平成19年度からは面接相

談のみを実施している。面接相談では、相談者のニーズに応じて、カウンセリング又はコン

サルテーションを行っている。平成19年度も平成18年度とほぼ同数の相談件数があり、駆け

込み寺的な窓口として教職員に利用されていることが伺える。

〈相 談 実 績〉
（Ｈ20.1.31現在）H18 H19

面 接 メール 面 接

33相 談 者 実 数 26 33

51延 べ 相 談 件 数 92 158

17 52%相談種別 カ ウ ン セ リ ン グ 18 68％ 22 67％

16 48%コ ン サ ル テ ー シ ョ ン 8 32％ 11 33％

10 30%性 別 男 9 33％ 13 39％

23 70%女 17 67％ 19 58％

－ － 1 － 0%不 明 3％

3 9%校 種 別 幼 稚 園 0 0％ 0 0％

10 16 49%小 学 校 7 29％ 30％

12 36%中 学 校 12 42％ 11 33％

1 3%高 等 学 校 4 17％ 5 15％

1 3%特 別 支 援 学 校 2 8％ 3 9％

0 0%そ の 他 1 4％ 4 13％

（２）管理職メンタルヘルス相談

管理職を対象に、職場の人間関係や部下職員のメンタルヘルス等について、コンサルテー

ションを行っている。平成18年度に比較して、相談件数が増加している。来年度以降につい

ても、管理職のニーズにより応じるために、実施方法等の工夫を検討している。

（実利用件数）〈相 談 実 績〉
（Ｈ20.1.31現在）Ｈ18 Ｈ19

校 種 相 談 内 容 相 談 内 容件 数 件 数
職場の人間関係 部下のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ その他 職場の人間関係 部下のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ その他

４ ３ １小 学 校 １ １

２ １ １ ３ ３中 学 校

高 等 学 校

特 別 支 援 学 校

１ １ １ ７ ３ １ ３合 計 ３
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（４）その他、両者が必要と認める事項  

  ① 生涯学習施設等での学生の実習(総合教育課程学生インターシップ事業)  

 

１ 経緯と概略 

生涯教育コースでは、学外施設における「生涯教育実習」を平成４年度より選択必修科目に位

置づけて毎年実施してきた。この実習は、平成４年度の実施開始時から，諸経費の予算的措置を

伴わずに実施されてきた。したがって，受け入れ機関・施設等にはボランティアで実習指導を行

っていただいていた。「生涯教育実習」の学生実習経費の予算化については，平成 5年度の実施分

から生涯教育コースにより要求がなされていたが，平成 10 年度実施分からインターンシップ事業

推進経費として予算化されることになった。また、平成 11 年度から、生涯教育コース教官、各実

習施設の責任者と担当者、岡山県ならびに倉敷市の生涯学習担当部局から構成される岡山大学教

育学部インターンシップ事業運営協議会を組織して運営にあたっている。平成 13 年度実施からは、

改組に伴う新カリキュラムの施行によって生涯教育コースと教育臨床コースの２コースが県との

連携によるインターンシップ事業として位置づけられるようになった。これに伴い、岡山県の実

習施設が増加し、「インターンシップ事業運営協議会」は教育臨床コースの教官並びにその実施機

関の担当者も加わって組織されることになった。さらに平成 17 年度実施にあたっては、岡山県関

係者の尽力により、岡山県教育庁をはじめとして実習施設の拡充がみられ、18 年度も新たな実習

先を加えて実施することができた。19 年度はこれまでの実績に支えられて従来通りの体制で実習

を行うことができた。なお、総合教育課程の廃止に伴い、本事業は今年度をもって終了すること

になった。 

 

２ 目的と理念 

「生涯教育実習」の目的は，次の３つの事項によって生涯教育担当者としての資質の向上を図

ることにある。すなわち， 

１）学外施設における生涯教育活動の実務経験を通して，生涯教育の現状把握と生涯教育のあ

り方を考察する。 

２）生涯教育活動の実技や指導法を習得する。 

３）生涯教育に関する就職を希望する学生の予期的職業社会科を促進する。 

である。 

 「教育臨床実習」に関しても目的はほぼ同様である。 

 

３ 受け入れ機関・施設 

平成 19 年度の受け入れ機関・施設（人数）については以下の通りである。 

岡山県教育庁生涯学習課（１名）、 

岡山県教育庁保健体育課（１名）、 

岡山県教育庁文化財課（１名）、 

岡山県教育庁指導課（１名） 

岡山県教育庁人権・同和教育課（１名） 

岡山県総合教育センター（２名）、 
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岡山県生涯学習センター（６名）、 

岡山県立図書館（４名） 

ライフパーク倉敷（１４名，うち生涯教育実習８名，教育臨床実習６名） 

以上教育委員会関連施設 

岡山県南部健康づくりセンター（４名）、 

岡山県津山児童相談所（２名） 

おかやま社会保険センター（６名） 

岡山市中央公民館（８名） 

 

４ 実習内容 

履修学生は岡山大学教育学部生涯教育コース及び教育臨床コース第 3 学年で，事前指導の 8 時

間の講義も含めて 2 単位を与えている。実習期間は夏休みの期間を利用し，45 時間程度を充てて

いる。各生涯教育施設における生涯教育計画，実施，活動等の実習並びに実習の詳細は，当該施

設の実習指導の職員の方から説明と指導がなされる。事後，実習生は実習記録（実習計画，実習

内容，実習成果と考察）及び事後調査票を生涯教育コースの教官に提出する。各施設における実

習指導担当者による実習評価点と上記の資料をもとに単位の認定を行っている。また，実習期間

中に，生涯教育教官が実習地を訪問し，実習指導の先生への挨拶と訪問指導を行っている。 

19 年度の岡山県教育委員会関連施設の実習内容についての概略は次の通りである。まず、岡山

県総合教育センターでは生徒指導部が母体となり、9月20日 26日の期間で行われた。そこでは、

生徒指導と教育相談を柱にし、さらには自主研修や面接相談演習への参加という形で実習が行わ

れた。岡山県生涯学習センターでは 8月 24日、8月 28日 9月 1日の期間で、生涯学習大学並び

に専門講座の補助業務、マンスリー・トライアルでのスタッフを努めるなどで実習が行われた。

岡山県教育庁ではすべての課が8月20日 8月28日にかけて実習が行われた。生涯学習課では、

県内の生涯学習諸施設見学、生涯学習振興のためのマネジメント業務の補助などが、保健体育課

では、学校体育や生涯スポーツ振興のための業務補助などが、文化財課では文化財の保護管理業

務やマネジメント補助業務などが、指導課では学校教育に関する業務を中心に、人権・同和教育

課では人権教育のための補助業務などによってそれぞれ実習が行われた。県立図書館では、図書

館を通じた生涯学習支援についての業務を中心に実習がなされた。また、ライフパーク倉敷では、

生涯教育実習および教育臨床実習がそれぞれ9月 4日 9月 9日，9月 10日 9月 15日に行われ，

前者は各セクションのローテート実習を，後者は適応指導教室の運営補助に従事した。なお、生

涯教育コースにおいては、この実習の成果を生かす機会として、「第 19回全国生涯学習フェステ

ィバル・まなびピア岡山２００７」への参加を行った。 

 

５ 評価と総括 

平成18年11月に「平成18年度岡山大学教育学部インターンシップ事業運営協議会」が開かれ、

そこで本年度の総括と今後の課題について話し合いがなされた。まず、19 年度の総括としては、

学生の態度・姿勢ともに概ね良好な評価が与えられた。本事業は総合教育課程の廃止に伴い、今

年度をもって使命を終えることになった。 
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（４）その他、両者が必要と認める事項

② 附属学校園を活用した研修講座の開催

１ 本事業の目的と概要

岡山県総合教育センターでは，岡山県の教育の充実と発展のため，本県教育の基本方針に沿っ

て，社会の変化や学校等の要請を踏まえ，関係機関等との連携のもと，学校教育を総合的に支援

することに努めている。

活力ある学校を目指し，児童生徒の確かな学びとたくましく豊かな心を育てるために，次のよ

うな運営方針を立て，様々な事業を行っている。

１ フットワーク軽く，スピード感を持った学校支援

２ 教育現場のニーズや課題に寄り添うセンター

３ 教職員の学ぶ意欲や専門性を高めるセンター

４ センターの動きが見える，役に立つ情報発信

５ チャレンジ精神を持ち，笑顔とコミュニケーションを大切にするセンター

（岡山県総合教育センター 要覧より）

岡山県総合教育センターの事業の中で，研修講座は重要な柱の一つである。県総合教育センタ

， ， ， ， ，ーでは 経験年数別研修 職能別研修 教科領域別研修 課題別・その他研修を実施しているが

近年の教育課題の多様化により，それらに対応した研修講座となるよう工夫することが求められ

ている。外部施設を活用した一部の研修講座を除き，多くの研修講座はセンターの施設で実施し

ている。そのため，実際の授業参観や授業に基づいた協議などのニーズに対応するために，平成

13年度より，連携協力事業の一つとして，附属校園を活用した研修講座の開催を行っている。

２ 平成19年度に実施した研修講座

今年度は，岡山大学教育学部附属幼稚園，附属中学校の御理解と御協力により，次の３講座を

実施することができた。

◎岡大教育学部の附属校園で実施した研修講座

参加
施設名 実施期日 研修講座名 担当 主な内容

人数

附属幼稚園 ７月４日 水 新規採用教員研修講座 片岡 保育参観（ ） 67

附属小学校 ６月12日 火 中学校社会研修講座 ３ 久山 授業参観（ ）

附属中学校 11月22日 木 中学校技術・家庭研修講座 正好 授業参観（ ） 22

（技術）

受講者の感想の幾つかを次に示す。

・普段自分の保育をすることで精一杯なので，客観的に他の先生の保育，環境，子どもとの接

し方を見ることができ，本当に勉強になりました。
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， ， ，・附属幼稚園の先生方の環境構成のアイデア また 子どもたち一人一人に温かく接する姿に

目を見張りました。とても感銘を受けました。実際に見て学んだことを少しでも保育に生か

していきたいです。

・担当する教師が１校に一人の教科なので，他の人の授業を見せていただくことは大変参考に

なった。

・参加してよかったことは，授業を見ることができたことです。新しいものがよく分かりまし

た。

このように，これらの講座の受講者は，実際に授業を参観したり，協議に参加したりしたこと

を高く評価している。

新規採用教員研修講座 中学校技術・家庭研修講座（技術）

３ 成果と課題

児童生徒の学力を向上させるために，教師一人一人の指導力の向上が求められている。指導力

を高めるためには，実際の授業の中での児童生徒の学習の様子を観察し，児童生徒の様子から，

どのような指導が適しているかを考えたり，協議したりすることが最も効果的である。先進的な

教育研究を実践されている附属学校園での保育・授業実践を参観することは，研修講座で学んだ

ことを実践に結び付ける上でも有効な方法である。附属学校園とは研究会の助言者に担当指導主

事が招かれるなど普段から深いつながりがあり，今後も附属学校園との協力・連携を進めていき

たい。
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写真 火山が多いという日本とインド
ネシアの共通点を確認 

写真 実験の目的を教材で確認 

(４)  その他、両者が必要と認める事項 

③ 情報化に対応した教育の充実 

    ―「受託プロジェクト推進協力」「情報教育推進学生ボランティア活用事業」― 

 

１ 受託プロジェクト推進協力 

岡山県総合教育センター情報教育部では，平成 17

年度から３カ年間の計画で，科学技術振興機構（Japan 

Science and Technology Agency，以後 JST）から共

同研究の委託を受けている。JSTが開発した教育用デ

ジタル画像を活用して，教科の学習内容を深め情報活

用能力を育成することを目的として，連携事業の中で

研究授業等を行った。 

ここではインドネシアのマラン大学附属中学校に

おいて，平成 19 年 12 月 25日に行った授業について報告する。この授業は，岡山大学教

育学部の喜多雅一教授が行っている「日本・アジア・アフリカの学校の連携による自然環

境教育に関する研究」の一環によって実現したものである。 

(1) 授業の概要 

中学校・第３学年・第２分野「自然と人間：火山と地

震の国，日本」（赤崎哲也教諭）の単元で実施された。

教師の振り子の演示から，生徒は３種類の振り子を別々

に動かす方法を実験から見つけ出し，何をコントロール

すれば振れる振り子を分けることができたのかをノー

トにまとめ，発表した。そして「阪神淡路大震災につい

ての解説動画」を見て，地震によって建物が倒壊してい

た事実を確認しながら「動画の中で，振り子の糸の長さ

は何に例えられるか。」という問いを確認した。その後

生徒は，板に３本の竹ひごを立て，それぞれにゴム栓を

高さを変えて取り付け，約２cmだけ板を往復運動させ，

それぞれの竹ひごが揺れる条件を実験から見つけ出し

ながら発表した。最後に「振動と耐震設計」の「団子の

実験」を視聴し，振動のリズムを「波」ととらえ，建物

の高さとの関係について確認した。そして「揺れの大き

さだけでなく，揺れの間隔によって地震の被害が変わる」ことをまとめた。 

(2) 連携の視点 

授業者は，海外での英語による授業ということで，展開が予想できない不安があった。

しかし，日本でこの単元の授業を行った経験を生かし，準備等も十分に行うことができた

ので，スムーズに展開することができた。そして使用言語は異なっていても，教育用デジ

タル画像の効果は同様であることも示された。本受託プロジェクトにかかわる効果の検証

が，海外の授業で実施できた意義は大きいと考える。 

 

図 阪神淡路大震災についての解説動画 
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２ 情報教育推進学生ボランティア活用事業 

岡山大学教育学部の学部生と院生が，岡山県総合教育センターで開催される短期集中講

座において，指導主事の指導を受けながら研修運営を支援する現場実習である。 

(1) 事業概要 

情報教育に関わる教員研修支援として，岡山県総

合教育センターでは短期集中講座「授業でＩＣＴ」を

実施しており，本年度は平成 19 年７月 23日（月）～

７月 27日（金）の５日間，岡山県総合教育センター

を会場として講座を実施した。本講座の操作指導の補

助として岡山大学教育学部の学生を募集し，参加者を

募ったところ７名の学生が参加し，研修運営の支援，

受講者への操作指導の補助として研修を行った。 

(2) 実施状況 

 岡山県総合教育センターを会場に実施した短期集中講座には，５日間で延べ 107 名の参

加者があり，学生ボランティアの研修補助のもと実施された。開講された研修講座名を次

に示す｡ 

 

 

 

上記の講座種別の中から午前・午後各１講座ずつ開講した。 

(3) 事業の成果 

短期集中講座に参加した受講者や学生から次のような感想(抜粋)が見られた。 

【受講者の感想】 

 

 

 

 

【参加した学生の感想】 

 

 

 

 

 

 

 参加した学生の感想に見られるように，実際の研修支援を体験することで，指導するこ

との困難さや，説明が相手に伝わった時の達成感や充実感を感じることができ，実習場面

でしか得られない貴重な経験となっている。 

(4) 連携の視点 

 今年度新設された岡山県総合教育センターを会場に，岡山大学教育学部と連携した学生

ボランティアによる教員研修講座の補助支援を通して，参加した学生には教育の情報化の

現状や今後の方向性を体感していただけたものと考える。 

①エクセルを使って校務処理  ②パワーポイントで教材作成 

③ホームページビルダーを使って教材作成 ④実物提示装置で気軽な ICT 活用授業入門 

⑤児童用ソフト体験  

○説明についていけない時も，学生ボランティアの人に教えてもらってよく分かった。 

○岡山大学の方や先生方が丁寧にご指導してくださったので，以前よりパワーポイントに慣

れたように思います。 

○先生方や大学生の方が補助してくださり，スムーズに質問に答えてくださって良かった。 

○とてもわかりやすく楽しかったです。大学生の方のサポートもありがたかったです。 

○実習を行うときの内容の設定，進度の調節の難しさを実感し，机間指導を行いながら受講

者の様子をこまめに確認することの重要性を学んだ。 

○「教える側」を経験したおかげでどのようなことに注意すればいいかが分かったところも

あります。そういった面で自分にとって非常にプラスになったと感じました。 

○支援していた受講者が最後に作品を仕上げられたのが感動的だった。 

○３日間の補助を通じて，教えている部分よりも学んだ部分の方が多かったと思う。いい体

験ができた。 

学生ボランティアによる研修支援 
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(4) その他両者が必要と認める事項

④ 県生涯学習大学（のびのびキャンパス岡山）「大学院コース」講座の開設

１ 経 緯

岡山県生涯学習センターでは、平成９年度から、県民が自分に適した学習内容を選択

できるよう、県等が開設している多様な学習講座を体系化し、学習機会を提供する岡山

県生涯学習大学（愛称：のびのびキャンパス岡山）を開設している。

のびのびキャンパス岡山は、県生涯学習センターが開設する高等教育機関等の本県の

恵まれた学習資源を活用した専門領域の講座である「主催講座」と、県・市町村・大学

・民間団体等が広く県民を対象に実施している講座からなる「連携講座」に分かれ、さ

らに 「主催講座」は 「一般教養コース 「専門教養コース 「大学院コース」の３、 、 」、 」、

つに分かれている。

その中で「大学院コース」は、学習成果の積み重ねを地域での指導やボランティア活

動に生かすことを目指した指導者養成講座であることから、岡山大学に「学習指導（必

修 」講座の開設を依頼し実施している。）

生涯学習とまちづくり２ 講 座 名

３ 内 容

１０：００ ～ １２：００ １３：００ ～ １５：００

9/1（土） 生涯学習とまちづくり おとなの学びと学習成果の活用

教育学部准教授 熊谷愼之輔 教育学部准教授 熊谷愼之輔

9/8（土） 高齢者と生涯学習 学習プログラムの立案と作成手順

教育学部准教授 熊谷愼之輔 教育学部准教授 熊谷愼之輔

9/15（土） 学校支援ボランティア <演習>学校支援ボランティアの実際

教育学部教授 北神正行 学校支援ボランティア２名

9/22（土） 参加型学習の意義 <講義・実習>参加型学習の実際

香川大学教授 清國祐二 香川大学教授 清國祐二

10/6（土） <実習>体験活動ボランティアの実際 施設ボランティアの実際～施設ボラ

～三学ぱるマンスリー・トライアル ンティアを経験して～

参加～ 岡山県生涯学習センター施設ボラン

岡山県生涯学習センター職員 ティア

10/27 土 里山センターの役割、施設ボランテ <実習>里山ボランティアの実際・イ（ ）

ィアの組織化とその活動 ベント参加

里山センター職員 里山センター施設ボランティア２名

11/4（土） <実習>岡山発！まちづくりへの発信

～岡山発の実践プログラム

教育学部准教授 熊谷愼之輔他７名

11/17 土 <演習>学習プログラムの作成と発表（ ）

教育学部講師 熊谷愼之輔

11/24 土 <特別講義>夢は汗かきでした！（ ）

～全国かまぼこ板第２の人生物語～

ギャラリーしろかわ館長 浅野幸江
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１３人（男８ 人、女５人）４ 参 加 者

20代 30代 40代 50代 60代 70代 地域別受講者数

男 ６ ２ 岡山市（7）倉敷市（5）赤磐市（1）

女 １ １ １ ２

５ 参加者の意見等

〈受講生の感想〉

・生涯学習の基礎理論、その応用学、そし

て、現実社会での実際と実践、それぞれ

に分かれた講座だったので、深く学ぶこ

とができた。生涯学習を続けたいと思っ

た。

・２回目の講義で学習プログラムの作成の

、宿題が出て最終回近くの提出だったので

課題を意識しながら講義を受けることが

できて良かった。

・まなびピア等、いろいろな角度から学べ

【講座の様子】たことは幸運だった。これを機会にまち

づくりに関する本も読んだ。

６ 事業の成果

、 、今年度は大学とセンターの両者でプログラムを作成したため 講義による学習に加え

より体験的・実践的な内容も組み込み、プログラムの充実を図ることができた。また、

受講生の学習意欲が高く、積極的であったため、最後の学習プログラム作成・発表にお

いては、学習成果を生かす場を具体的にイメージした質の高いものとなった。さらに受

講後は、地域で活躍するだけでなく、受講生同士が集まり、今後「三学ぱる塾」を立ち

上げようという計画も立てられるなど、この講座が生涯学習によるコミュニティーづく

り、まちづくりへの段階へと高める指導者養成講座として着実に機能してきたのが大き

な成果である。

７ 今後の課題

－学習の成果を地域社会づくりに活かす－

今年度は 「生涯学習とまちづくり」というテ、

ーマで大学では理論編を開設し、センターでは実

践編を担い両方を通して学んでいくという連携の

、 。あり方で実施し 一定の成果を得ることができた

今後も学習の成果を地域社会づくり活かす手だ

てとしても引き続きこのスタイルで充実したプロ

グラムを提供していきたい。

また、受講生の中には年々団塊の世代の方々が

増えてきている。今後は、このような大量退職す

【ボランティアの実際の様子】る団塊の世代の方々が中心に学び、その豊かな知

識や技術を地域社会に還元できるような学習に重点をおき提供していく必要がある。そ

のためにも、プログラムの中で実際に団塊の世代の方々がＮＰＯやボランティア活動で

活躍されている場を見学したり、その方々と交流したりすることで、社会参画のきっか

けづくりの場となるように考えていきたい。

今後、この大学院コースにおいて 「地域社会づくり」のための 「人づくり」に向、

けて、より専門的で実践的な学習プログラムを実施していく必要があると考える。
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Ⅱ             平成１９年度の連携協力事業 

 

２ 平成１９年度の重点事業 

   ① 教職志望学生の学校教員インターンシップ事業            

   ② 教員研修の共同開催                       

  ③ 「授業で勝負！」支援事業                       
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２ 平成 19 年度の連携重点事業 

①教職志望学生の学校教員インターンシップ事業 

 

１ 重点事業にした理由 

 学校教員インターンシップは、「教職員養成審議会、養成と採用・研修との連携の円滑化

について、第３次答申（１９９９）」で、養成に関する大学と教育委員会の連携に関して、

次の 2項目が強調されたことに端を発している。 

ｂ．学校における教員希望の学生の受入れ体制の整備 

教育実習・養護実習等大学のカリキュラムを実施したり，教員を希望する学生が日

常的に学校現場を体験できるような学校の受入れ体制を整備することについて，拠

点校を相当数設けるなどの方策も含めて，都道府県段階等で検討することが必要で

ある。 

ｃ．採用内定者の受入れ体制の整備 

採用が内定した者に対して採用前に学校現場を体験できるような受入れ体制を整

備することを都道府県段階等で検討することが必要である。 

 この答申を受け、特に教職を希望する学生が、採用当初から学級や教科を担当し、支障

なく教科指導や生徒指導ができる実践的な指導力の基礎を育成するために、学校現場で継

続的に、長期的に教育実践を観察・参画してきている。昨今では、教育実践研究の充実の

観点から、新たに「教職実践演習（仮称）」の新設、必修化の方向性を示した。教職実習演

習は、学部段階で、採用当初から最小限必要な教職実践力が本当に身についているかどう

かを確認する授業科目である。この授業は、4 年次後期の卒業研究に準じる授業として位

置づけられ、次の事項を含むこととされている。 

① 教員として求められる使命感や責任感 

② 教育的愛情等に関する事項教員として求められる社会性や対人関係能力に関する事項、 

③ 教員として求められる幼児児童生徒理解に関する事項、 

④ 教員として求められる教科等の指導力に関する事項 

２ 目標 

 本学部の教職を目指す学生は、1 年次から教育実習を積み上げ方式で行ってきていると

言っても教育実践力が貧弱であったり、教科指導に特化した教育実践力を積み上げてきた

りしてきている。本事業の目的は、教育理論と教育実践を総合的に融合させ、「教科指導力」

「学級経営力」「生徒指導力」「保護者との連携力」の基礎を培い、学校の組織人となって

学級を担当しつつ、教科指導や生徒指導をすることができる総合的な教職実践力の基礎を

確実に身に付けることを目標としている。 

 

３ 役割 

 学校教員インターンシップは、養成段階と採用段階を円滑に結びつける役割を持ってい

る。教員養成段階では、教育実習やプロジェクト科目等の教育実践経験を積むものの、規

定の内容や方法に従ったものである。その点、本事業は、自分で実施計画を立て、臨機に

学校現場で長期的、継続的に学校臨床知、学校実践知を修得する。分野も、子ども理解、

教科指導、生徒指導、保護者や地域との連携と多義にわたる。よって、養成段階から採用
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段階へスムーズに移行させる役割を有していると考えている。 

４ 平成 1９年度の実施概要 

（１） 期間 

平成 1９年 10 月第 1 週～平成２０年 1 月末を原則とする。ただし、3 月卒業するまで学

校教員インターンシップを続ける希望がある場合は、学校現場と相談する。 

（２） 方法 

①1 週間に 2，3 日程度、曜日を決めて計画的、継続的に参加する。 

② 学校現場と学生が双方向に相談することによって、学校園に参加する曜日、回数、

実施内容を決定するなど、オンデマント方式にする。 

              ＜オンデマント方式＞ 

教育委員会 

                 教育学部 

   

 学校現場                 教職希望学生 

・幼稚園、小中学校現場が           学校現場で実践することを 

希望する子ども・教師への  調 整     希望する教職実践 

学校支援活動              「教科指導」「生徒指導」 

                       「学級経営」「地域との連携」 

 ③万が一、問題点が生じた場合は、学校、教育委員会、大学、学生の 4 者で相談する。 

④学校教員インターンシップの進捗状況については、11 月１５日に中間報告会を行った。 

⑤成果と課題について平成２０年３月８日（土）にシンポジュウムを開催した。 

（３） 受入学校園の受講生 

  ア 幼稚園（７名） 

岡山市立御野幼稚園（４名）、岡山市立伊島幼稚園（４名） 

  イ 小学校（３５名） 

   岡山市立伊島小学校（１２名）、津島小学校（２名）、岡山中央小学校（８名）、 

岡山市立御野小学校（８）、石井小学校（5名） 

  ウ 中学校（７名） 

   岡山市立岡北中学校（２名）岡山市立岡山中央中学校（３名）、倉敷西中学校（2名） 

（４） 内容 

  ア 教科指導に関する事項 

保育活動の支援、教科指導の支援、Ｔ・Ｔ指導、少人数指導、宿題やテストの○

付け、ノートの点検、教材づくり、成績入力等 

  イ 学級経営の支援 

    登園指導への支援、朝の会、帰りの会、ホームルームの支援、教室環境の支援、

給食指導、清掃指導の支援、部活指導の支援 

  ウ 連携 

    保護者会の手伝い、園だより、学級通信の手伝い、職員会議、学年会議への参加 

  エ 生徒指導 

    集団づくりへの支援、教育相談への支援、特別支援活動の補助、進路相談の補助 
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２．平成１９年度の重点事業

③ 「授業で勝負！」支援事業

１ 事業の目的

教員には，専門家としての確かな力量が必要であり，資質・能力の維持・向上を図ることが重要

である。

また，国際的な学力調査等の結果を踏まえ，児童生徒が自ら考え，行動できる自立した力を育成

するため，確かな学力の育成や読解力の向上を図ることが一層求められている。

「教師は授業で勝負する」と言われるように，教員の授業力こそが「教育のプロ」のプロたる所

以であり，現在求められている「生きる力」を児童生徒に育むためにも 「授業力」の向上が極め，

て重要である。

そこで，現在，県の実施した学習到達状況調査結果等をもとに自校の児童生徒の実態を把握・分

析し授業改善を進めている学校を支援するため「推進校」として指定し，指導方法や教材・教具等

の研究・開発，校内指導体制の整備等，教員の「授業力」の一層の向上を目指した実践研究を推進

し，もって県内小・中学校児童生徒の学力向上を図る。

２ 事業内容

（１） 推進校は，教員の授業力向上のため，次の点に基づいて研究活動等を行う。

① 全国学力・学習状況調査や岡山県学習到達状況調査結果等を分析し，自校の児童生徒の学力

の状況を適切に把握するとともに 「分かる授業」の実現を目指した取組及び体制整備を進め，

る。

② 同地域内の各学校と連携を図り，授業公開・参観及び研究協議を行う。

③ 各推進校等において，成果を広める工夫をする。

（２） 岡山県教育委員会，市町村教育委員会，岡山大学教育学部等は，推進校の研究支援を行うと

ともに，研究成果等を県内に広める。

○対応窓口

・岡山大学教育学部：加賀 勝教授

・県教育庁指導課：小田幸伸参事，岡村富広総括副参事

（３）指定校（小学校１９校，中学校１７校）及び指導講師（岡山大学関係分のみ）

岡山市 吉備小 黒崎東洋郎（岡山大） 福浜中 住野好久（岡山大）

玉野市 日比小 田中智生（岡山大） 日比中 寺澤孝文（岡山大）

（岡山大）備前市 日生東小 黒﨑東洋郎（岡山大） 吉永中 稲田佳彦

瀬戸内市 今城小

国府小

赤磐市 城南小 赤坂中 水野正憲（岡山大）

和気町 佐伯中

吉備中央町 津賀小 佐藤 暁（岡山大）

田中智生（岡山大）

住野好久（岡山大）

倉敷市 柏島小 郷内中 北神正行（岡山大）

笠岡市 笠岡小 神島外中

井原市 大江小 田中智生（岡山大） 美星中
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総社市 新本小 昭和中

高梁市 富家小 高梁北中 高塚成信（岡山大）

新見市 塩城小 平井安久（岡山大） 神郷中 加賀 勝（岡山大）

平井安久（岡山大）

虫明眞砂子（岡山大）

浅口市 六条院小 田中智生（岡山大） 寄島中 北神正行（岡山大）

佐藤 暁（岡山大）

早島町 早島小

里庄町 里庄中

津山市 弥生小 佐藤 暁（岡山大） 北陵中

真庭市 天津小 落合中 加賀 勝（岡山大）

佐藤 暁（岡山大）

田中智生（岡山大）

高塚成信（岡山大）

桑原俊典（岡山大）

（岡山大）稲田佳彦

佐藤倫子 （岡山大）

美作市 東粟倉小 大原中

西粟倉村 西粟倉小 平井安久（岡山大） 西粟倉中 桑原俊典（岡山大）

（４） 授業力向上推進協議会

○事業に取り組んでいる学校関係者と支援を行っている大学教官等が一堂に会し，全国学力・

学習状況調査や岡山県学習到達状況調査の分析を改善に生かす方策や教師の授業力向上に向け

た具体的な取組についての研究協議を行い，その成果をまとめ，県下の小中学校に広める。

〈参加者〉

指 定 校：津賀小，大江小，塩城小，東粟倉小，福浜中，吉永中，高梁北中，北陵中

岡山大学：高塚成信(会長)，田中智生(副会長)，平井安久，桑原俊典，稲田佳彦

岡山県総合教育センター：指導主事５名

３ 成果と課題

学校にとっては，大学教員の指導助言により，学校が課題としてとらえていることに対し，新

しい視点や効果的な指導方法，研究の方向性等を示していただき，大変参考になった。

また，大学教員にとっても，学校の教育活動の現状を詳しく知り，自身の研究の参考となるこ

ともあり，相互研究の意義もみられる。

， ， ，しかし １回限りの訪問の場合では 大学教員が学校の実態に十分に対応しにくいことがあり

研究の取りかかりや授業づくりの段階から可能な限り継続的にかかわり合うことが，より授業力

向上を促進することにつながることが，授業力向上推進協議会で明らかになった。

さらに，学力調査等を学校全体でしっかり吟味する過程で学校の課題を共有した上で，教科や

学年の壁を越えて全員が取り組める研究テーマを設定すること，授業力の基盤となる教科を越え

た児童生徒理解や発問，板書等にかかわる指導技術と教科固有の教材解釈や単元構想等にかかわ

る専門性の両面をバランスよく高めること等が授業力向上に有効であることも明らかになった。
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本事業のねらいは授業力の向上であるが，指定校の取組が地域に広がりにくい面があった。

そこで，地域ごとに学校間の連携を促進するとともに，研究成果を県下で共有することができ

るように事業の再編を行いたいと考えている。

４ 次年度への取組

平成２０年度は，事業名を「授業改革支援事業」と改めるとともに，次のように事業を体系化

する。

授業改革協力員の指定と授業改革研究会等の実施○

・授業改革協力員の指定（国，算・数，英で100名程度）

・県下３会場で授業改革モデル研究会の実施（５月～６月）

・各地域で，複数校による授業改革研究会の実施（授業改革協力員による）

・研究指定：小・中学校１８校（大学教官，指導主事等による支援）

・総合教育センターによる出前講座（国語，算数・数学，英語の校内研修支援）

・授業展開の好例を集めた素材集（指定校の成果物の収集及び公募）の作成

○算数・数学アドバイザーの派遣

・小規模校等に教員ＯＢ等を非常勤として配置し，授業改革を支援する。

到達度確認テストとデータ処理ソフトの作成と活用○

・算数・数学において，単元ごとと年度末の到達度を確認できるテスト問題〈基礎・基本編，発

展編〉を作成し，Webページに立ち上げ，学習到達状況を確認し活用する。
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「授業で勝負！」支援事業の指定校Ａ中学校が作成した全国学力・学習状況調査に基づく改善計画

改善計画の概要

〈来年度〉〈本年度〉

◎すでに導入されている 数学・英語 の少人数学 ◎左記の本年度の授業改善を基本的
級 ３年数学は習熟度別 に加え 授業で勝負！ に引き続いて行う。（ ） ，「 」
の研究成果を共有化し授業に生かしていく。具体
的には次のとおり。 ◎本年度から組織づくりを行ってい

る「地域協働学校」の活動を具体化

○教師集団を〈学習意欲を高めるｸﾞﾙｰﾌﾟ 〈学び合 し，地域・学校の役割をそれぞれ分〉

いをつくりだすｸﾞﾙｰﾌﾟ 〈つまずきを克服するｸﾞ 担・強化していく。〉

ﾙｰﾌﾟ〉の教科を越えた３グループに分け，生徒

の学びの現実を変えていくために学校全体でチ ◎学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの充実をさらに

ーム として授業改善を図る。 図り，学校整備や授業支援，ｱﾌﾀｰｽｸ

〈本年度４回の「研修・研究授業・研究協議会」 ｰﾙ（放課後）での基礎的な学習支援

を 月･ 月･ 月･ 月に実施 〉 を行っていく。8 10 11 2 。

○現時点で共有し，授業改善のために意識化を図 ◎朝読書や基礎学習の時間を全校一

っている主な点として 斉に設け，ゆとりの時間は授業返還

・授業研究では率直な意見を に充てたり，生徒会活動の活性化を

・苦手意識を持っている生徒にはおもしろさと 図ったりする時間として常時確保す

いうより小さな前進を実感させることの積み る。

重ねを

・授業の最初で躓かせない工夫を（つまずきを ◎図書室等の利用による調べ学習の

授業に生かす工夫も） 充実を図ることや，教室環境につい

・授業の節目で全員が一つになれる瞬間を ても整頓･美化のみでなく，学級文

・生徒の授業規律，発表の仕方なども全ての教 庫の設置や学習に関する掲示物によ

科･場面で鍛えることを り学習環境を整える。

・グループ任せ，生徒任せにせず学習の方法や

手だての明示を

・学び合うからこそ付く学力を

・小中連携でさかのぼって指導を

・教室環境の整頓･美化で落ち着いた雰囲気を

◎Ｂ問題における課題についての改善

○国語…教科書教材に加え，読むこと・書くこと

を中心に新聞等からも教材開発を行い，

授業展開の中で，特に「書くこと」を習

慣的に取り入れていく。

○数学…問題を解いて終わるのではなく，その解
答を自分で読み返し見直すことまで指導
していく。
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Ⅲ               連携協力の成果と課題 
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３ 連携協力事業研究の成果と課題 

 

１ 成果 

（１）連携協力事業研究の質の向上・充実 

 岡山県教育委員会との連携協力事業数は、本年度は２４件の連携協力事業研究を実施

してきた。これは、昨年度よりも事業数としては 1 件減った。連携協力事業研究は、大

学と教育委員会・学校のマッチングプロクラムにより、自立的、主体的に取り組むのが

原則である。    

特に、平成２０年度「教職大学院」開設に向けて教職大学院の教育課程の検討、教職

大学院の開設に伴う学部の教育課程及び既存の大学院の教育課程の見直・改善を大学と

教育委員会とが連携して行ってきた。これは、これまで、大学・大学院の教育課程の検

討が大学と教育委員会・学校とが積極的に連携して検討されることはなかったが、これ

を機に、これまでになく質の高い連携協力研究事業が進められてきてきた。 

 

（２）連携協力の成熟期へ 

 連携協力研究の原理・原則は、双方向性にある。大学と教育委員会・学校とが双方向

に人的、知的資源を活用するものでなければ、連携協力の意図実現は難しい。岡山大学

教育学部と岡山県教育委員会・学校との連携は、連携協力マインドが両者に生まれ、円

滑に連携協力事業が進められてきている。 

事業の主体性の観点から連携協力事業研究を分類すれば、①大学にあるもの、②教育

委員会にあるもの、③両者にあるものに大別できる。「教員研修の共同開催」などは、必

然的に両者が連携協力して推進されてきた。学校を取り巻く厳しい現状にあって、優れ

た教員の養成・研修は、大学と教育委員会・学校の三者が、これまで以上に連携協力し

ていくことが大切であるという意識が高まり、連携協力研究事業が成熟期へと移行して

いる。 

（３）目に見える大学と教育委員会との連携 

  連携協力事業研究を円滑に進めるためには、両者の共同及び協同が必要である。大学

と教育委員会・学校とは、個々別々の機能を持つ組織である。教育理論の専門性に関し

ては大学側が知的・人的資源が豊富である。教育実践知や教育臨床知に関しては、教育

委員会・学校現場の方が知的・人的資源が豊かである。よって、連携協力研究を有機的、

帰納的に実践するためには、それぞれが有している専門的な資源を双方向に提供し、活

用する協同が必然的に求められる。本年度は、「授業で勝負！」という事業を重点事業の

一つになっている。この事業は、現職教員の教科指導力向上を図る事業である。この事

業に対して、岡山県の北部地域、西部地域まで学部教員が出前で支援するなど、教員の

教科指導力の向上の支援活動にボランティアで参加するなど、目に見える形で主体的に

連携協力事業研究を進めることができるようになってきた。 
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２ 課題 

（１）学生派遣活動の充実 

 教員養成段階にある教員希望学生が、学校現場をフィールドにして、教育実践知、教育

臨床知を形成することは、学校現場の課題が多様化、複雑化する中にあっては、非常に大

切なことである。「日本語指導の必要な外国人子女への学生ボランティアによる教科学習支

援」「スクーリング・サポート・ネットワーク整備事業」「県教育センターにおける研修

講座及び発表会の学生・大学教員への公開」「教職志望学生の学校教員インターンシップ

事業」「学校における情報教育充実のための学生ボランティア派遣」「学力向上支援事業」

等、多様な教師力量形成のための事業が用意されている。 

課題は、こうした事業に参加する教員希望学生が岡山市内の利便性の高い公立校に集中

する点にある。地域の特色を生かした優れた教育実践が成されているので、いろいろな地

域の学校現場を体験するのもよいと思われる。岡山市外の学校現場から主体的に学生を受

け入れる用意があることをアナウンスされても、時間的、経済的な受益者負担が大きくな

り、教育学部から遠い地域の学校現場に出向くことが困難な状況がある。 

 

（２）学校フィールド研究の理念の共有化 

 大学教員及び教育委員会、学校現場にも、養成段階における学校フィールド研究の目的、

意義を共有することが大切である。教員養成の観点から言えば、学校フィールド研究に参

加している学生の割合が増えているが、必ずしも、喜んでばかりはいられない状況にある。

大学の授業、部活動、アルバイト活動等に終始し、学校の視点に立つ学校フィールド研究

を基盤にした教師力量形成に積極的に取り組もうとする学生数の割合は、必ずしも高くな

いと思われる。その要因は、学校現場をフィールドにした学びが教員になるためには必要

であるという心に響くアナウンスが為されていない点が上げられる。 

また、学校現場の観点から言えば、マンパワーが足らないから学生に手伝ってもらおう

という意識が生まれやすい点である。近い将来に教員組織の一員になる学生に、何を学生

の時から学んで欲しいかをきちんと捉まえて学校現場をフィールドにしている学生に、メ

ンタリングやコーティングして欲しいものである。また、学生にこうした指導することで、

現場教師も成長することができるものと思われる。 

学校フィールド研究の理念の共有化はまだまだ十分とは言えない状況にあると思われる。

こうした中にあって、平成 20年度開講の「教職大学院」では、岡山市の地域協働学校をフ

ィールドにした参画型の教育実習や教育実践研究が始まる。高度な実践的指導力を育成す

るためにも、学校フィールド研究の理念の共有化は必要不可欠になっている。 

 

（３）予算確保 

 本年度は２４の連携協力事業が実施された。これらの連携協力事業は、どれをとっても

予算が必要である。例えば、大学と教育委員会・学校現場で教員研修講座を企画し、共同
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開催しているが、講師謝金や旅費が必要である。学校現場のニーズに応じた事業となって

いるが、直面する課題は必要経費をどう捻出するかである。本年度は、学長裁量経費、地域

貢献支援事業費：「大学・教育委員会・学校の連携協力による教職実践力向上」により、１００万円

の経費を確保できた。教員研修や学校現場体験は、慣例的に費用を徴収しないのが原則にな

っている。免許更新制においてもその経費は、教員の自己負担になる。したがって、教員

研修においてもお金を払って参加するシステムを本気で考える必要がある。一例を挙げれ

ば、今後は、資料代等の経費は、受益者負担をお願いするなどの方策を検討する必要があ

る。 
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Ⅳ    関連資料 

  

・ 連携協力に関する覚書 

・ 連携協力会議に関する実施要項 

・ 岡山大学教育学部連携推進委員会に関する申し合わせ事項 

・ 連携事業のガイドライン 

・ 連携協力事業研究費の予算執行内訳 
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                       ２００６．５．１５ 

 

連携事業のガイドライン 

 

（１） 目的 

連携事業は，「連携協力に関する覚書」第１条の規定に基づき，相互に連携して基礎

的・実践的研究され，その成果を生かして岡山県の教育の充実・発展に資するものか

どうかを判定する指針・基準を示す。 

（２） 研究内容の領域・分野 

「連携協力に関する覚書」第３条の規定に基づき，連携して実施する基礎的・実践

的研究事業の内容は，次の４つのカテゴリーに関する急務の課題であることとする。 

① 教員養成に関する事項 

② 教員研修に関する事項 

③ 学校教育上の諸課題への対応に関する事項 

④ その他両者が必要と認める事項 

（３） 連携の方法 

「連携協力に関する覚書」第４条の規定に基づき実施するものであるが，双方の部

署及び担当者が明確であり，連携事業で双方が担当する仕事内容や方法の概要を共通

認識しているものとする。 

（４） 新規事業の立ち上げ方法 

① 新規事業を立ち上げる場合は，まず，岡山大学教育学部，岡山県教育委員会のそれ

ぞれが「連携協力に関する覚書」第 1 条，第 2 条，第 3 条，第 4 条，第 5 条に照

合し，適切であることを確認すること。 

② 次に，連携協力会議専門部会において，「連携協力に関する覚書」第 1 条，第 2 条，

第 3 条，第 4 条，第 5 条及び上記（３）に照合して協議し，連携協力会議に上申

するかどうかを決定する。その際には，次の点を考慮するものとする。 

(ｱ) 教員養成上重要かつ緊急の課題であること。 

(ｲ) 学校教育現場において重要かつ緊急の課題であること。 

(ｳ) 学校教育現場のニーズに応えるものであること。 

③ ①，②を踏まえて，連携協力会議が最終決定をする。 

（５） 連携事業のスクラップ方法 

①  「一定の成果を得て，連携のニーズ・使命を終えたもの」等の理由で連携事業を

中止する場合は，岡山大学教育学部，岡山県教育委員会のそれぞれがスクラップ

するかどうかを検討する。 

② 次に，連携協力会議専門部会において決定し，最終的に連携協力会議において承認

を得る。 

 

 付則 このガイドラインは，平成 18 年度から施行する。 
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資料 

連携協力事業研究費の実情とその確保 

 

 岡山県教育委員会と岡山大学教育学部との連携協力によって、本年度は、２４件の事業研究が

実施された。こうした連携協力研究事業を円滑に行うためには、フィールド、人的環境及び物的環

境の整備が不可欠である。平成 1９年度は、学長裁量経費、地域貢献支援事業費：「岡山県の学

校現場で役立つ「確かな教育実践力の基礎」育成事業」を申請し、１００万円の経費を確保でき

た。確保できた予算は、下記の通り、報告書印刷費、研修講座開催費、学生のフィールド研究費

等に執行された。 

 

 

 

 

予算執行内訳 

１ 報告書印刷費                                                        260，000円 

   ・「平成１９年度連携報告書」 

２ 研修講座開催費等                                                  ３４７，６８１円 

・夏期研修講座（講師謝金、交通費等）                               １６７，５８１円 

・連携担当教員の個別連携事業推進費（ｐｃソフト、ハードディスク、アダプター、カートリッジ、

ネームランド、デジカメ、感熱紙等） 

                                                  1８0，100 円 

 ３ 学校フィールド実践研究費)                                           392，319 円 

・幼稚園インターンシップ(写真紙芝居、MO ディスク)                       38，665 円 

・小中学力向上支援事業(メモリー、カードリーダー、インクトナー等)         192，454 円 

・中学校教員インターンシップ事業（各種用紙、インクトナー、デジカメ、メモリースチック等） 

                                                   １61，200 円 

 

   

合計 1,000,000 円  

収支の内訳  

収 入         支 出     残 金 

1,000,000 円   1,000,000 円 1,000,000 円                  

                    

                                                                    残金   0 円 
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あとがき 

 

岡山大学教育学部附属教育実践総合センター長  

岡山県教育委員会・岡山大学教育学部連携協力会議・連携推進委員長 

眞田 敏 

 

 

このたび、平成１９年度連携協力事業報告書を刊行することができました。本報告書

作成にあたり、ご尽力くださいました方々に心より感謝申し上げます。 

岡山県教育委員会と岡山大学教育学部は、今年度で８年目を迎えた継続連携協力事業

の一層の充実を図り、教員養成に関する事項、教員研修に関する事項、学校教育上の諸

課題への対応に関する事項などの領域で連携協力事業を実施していますが、本年度の成

果をここに報告しております。 

平成２０年２月に小中学校の学習指導要領案が公表され、ゆとり教育から主要教科の

授業重視へと大幅な見直しが予定されていますが、このような変化の中で、今まで以上

に、岡山県教育委員会と岡山大学教育学部が連携を図りながら地域状況を踏まえたより

良い教育環境を整えることが重要であると思われます。 

また、岡山大学教育学部は平成２０年４月より教職大学院を新設したことにともない、

従来の組織も改め、新しい体制で教育・研究に取り組むことになりました。同大学院の

教員養成の理念は、確かな指導理論と実践力・応用力を備えた優れた人材養成であり、

その実現には、大学と岡山県教育委員会をはじめとする地域の教育行政機関との密接な

連携が不可欠であり、岡山大学教育学部にとって本連携事業は今後ますます重要になっ

てくると思われます。 

本年度の事業にご協力いただきました方々に、厚くお礼を申し上げますとともに、本

報告書につきまして、ご感想、ご提言などお寄せくださいましたら幸いです。来年度は、

さらに充実した連携事業となりますよう、心より願っております。 
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